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ベトナムにおける世帯に対する規律の変化と二〇一五年民法典の制定
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一　

序　

論

　

ベ
ト
ナ
ム
は
、
一
九
八
六
年
の
ド
イ
モ
イ
（
刷
新
）
政
策
の
採
用
以
降
、
社
会
主
義
体
制
へ
の
市
場
経
済
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を
試
み
て

き
た
。
一
九
九
五
年
に
初
め
て
民
法
典
が
制
定
さ
れ
（
以
下
、
一
九
九
五
年
民
法
典
と
い
う
）、
土
地
使
用
権
の
譲
渡
を
認
め
る
法
制
度
を
構

築
し（
1
）た。
土
地
使
用
権
の
主
体
性
は
、
個
人
と
法
人
だ
け
で
は
な
く
、
世
帯
や
組
合
へ
も
認
め
ら
れ
た
。
特
に
農
業
国
家
で
あ
る
ベ
ト
ナ

ム
に
お
い
て
は
、
農
地
の
土
地
使
用
権
の
所
有
主
体
は
世
帯
が
中
心
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
世
帯
の
構
成
員
の
一
部
の
者
が
、
世
帯
の
共

同
財
産
で
あ
る
土
地
使
用
権
を
譲
渡
し
た
場
合
、
取
引
完
了
後
に
他
の
構
成
員
が
譲
渡
の
無
効
を
主
張
す
る
事
態
が
多
発
す
る
な
ど
、
世

帯
の
土
地
使
用
権
の
取
引
を
め
ぐ
っ
て
紛
争
が
絶
え
な
か
っ
た
。

　

一
九
九
五
年
民
法
典
の
制
定
後
、
世
帯
の
法
主
体
性
を
明
確
に
し
、
世
帯
の
構
成
員
の
範
囲
、
各
構
成
員
の
権
利
お
よ
び
世
帯
財
産
の

取
引
要
件
を
明
確
に
す
る
こ
と
が
課
題
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
そ
の
解
決
は
容
易
で
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
契
約
の
自
由
と
取
引
の
安

全
を
強
化
す
る
た
め
に
二
〇
〇
五
年
に
民
法
典
（
以
下
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
と
い
う
）
を
制
定
し
、
取
引
安
全
の
保
護
を
進
め
る
規
定
を

設
け
た
が
、
そ
れ
は
動
産
の
善
意
取
得
が
中
心
で
あ
り
、
世
帯
に
つ
い
て
は
、
そ
の
法
主
体
性
を
依
然
と
し
て
認
め
、
そ
の
構
成
員
の
範

囲
お
よ
び
権
限
も
曖
昧
な
ま
ま
で
あ
っ（
2
）た。

そ
の
た
め
、
土
地
使
用
権
に
つ
い
て
は
第
三
者
の
取
引
安
全
の
保
護
が
な
お
課
題
と
し
て
残

る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

二
〇
〇
五
年
民
法
典
制
定
以
降
、
ベ
ト
ナ
ム
に
お
い
て
は
、
市
場
取
引
が
一
層
活
発
化
し
、
市
場
シ
ス
テ
ム
の
基
盤
と
な
る
法
制
度
の

強
化
が
さ
ら
に
求
め
ら
れ
て
い
く
こ
と
と
な
る
。
そ
こ
で
、
ベ
ト
ナ
ム
は
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
を
見
直
し
、
二
〇
一
五
年
に
新
た
な
民

法
典
を
制
定
し
た
（
以
下
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
と
い（
3
）う）。
そ
し
て
、
世
帯
の
法
主
体
性
に
つ
い
て
は
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
こ
れ
ま

で
の
規
定
を
再
検
討
し
、
そ
の
法
主
体
性
を
否
定
し
た
。
す
な
わ
ち
、
法
人
格
は
個
人
と
法
人
に
の
み
認
め
、
世
帯
は
、
各
世
帯
の
構
成



ベトナムにおける世帯に対する規律の変化と二〇一五年民法典の制定

3

員
た
る
世
帯
員
が
権
利
行
使
を
す
る
個
人
の
集
合
体
で
あ
る
と
い
う
整
理
を
し
、
世
帯
員
の
権
限
を
明
確
に
す
る
改
正
を
し
た
。
し
か
し
、

世
帯
員
の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
な
お
曖
昧
な
点
を
残
し
て
い
る
。
加
え
て
、
土
地
使
用
権
の
交
付
条
件
や
譲
渡
条
件
を
定
め
る
土
地
法
は
、

依
然
と
し
て
、
世
帯
を
土
地
使
用
権
の
所
有
主
体
と
し
て
認
め
て
い
る
た
め
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
と
の
間
で
整
合
性
が
と
れ
て
い
な
い

状
況
に
あ
る
。

　

本
稿
は
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
が
世
帯
の
法
主
体
性
に
つ
い
て
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
紛
争
を
前
に
し
て
、
い
か
な
る
問
題
意
識
に

基
づ
き
、
改
正
を
行
っ
た
の
か
を
中
心
に
分
析
す
る
。
そ
れ
を
通
じ
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
成
立
以
降
、
世
帯
の
財
産
の
取
引
を
め
ぐ

り
、
取
引
安
全
の
保
護
と
世
帯
の
各
構
成
員
の
権
利
保
護
が
ど
の
よ
う
に
調
整
さ
れ
て
い
る
か
、
ま
た
、
土
地
法
を
は
じ
め
と
す
る
他
の

関
連
法
令
と
の
整
合
性
を
ど
の
よ
う
に
図
り
う
る
か
を
考
察
す
る
も
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
そ
れ
を
踏
ま
え
て
、
世
帯
の
所
有
す
る
土
地

使
用
権
が
ど
の
よ
う
に
市
場
シ
ス
テ
ム
に
取
り
込
ま
れ
る
か
検
討
す
る
。
そ
れ
は
、
社
会
主
義
経
済
体
制
に
市
場
シ
ス
テ
ム
を
組
み
込
む

た
め
の
根
幹
に
あ
る
問
題
で
あ
る
。

　

本
論
文
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
ま
ず
二
に
お
い
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
制
定
に
至
る
ま
で
の
、
ベ
ト
ナ
ム
の
政
治
お
よ

び
経
済
状
況
を
確
認
し
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
の
改
正
が
必
要
と
さ
れ
た
背
景
を
検
討
す
る
。
そ
し
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
が
、
二
〇

〇
五
年
民
法
典
の
課
題
に
対
し
て
い
か
な
る
解
決
を
導
い
た
の
か
、
取
引
安
全
の
保
護
の
観
点
か
ら
確
認
す
る
。
続
く
、
三
に
お
い
て
は
、

市
場
経
済
が
発
展
し
て
い
く
中
で
、
世
帯
に
法
主
体
性
を
認
め
る
こ
と
が
、
ど
の
よ
う
な
形
で
取
引
安
全
の
障
害
と
な
っ
て
い
た
の
か
確

認
す
る
。
そ
し
て
、
そ
の
課
題
を
二
〇
一
五
年
民
法
典
が
ど
の
よ
う
に
克
服
し
よ
う
と
し
た
の
か
、
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
法
主
体
と
し
て

の
世
帯
の
歴
史
的
経
緯
も
踏
ま
え
つ
つ
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
の
さ
ら
な
る
課
題
を
検
討
す
る
。
そ
し
て
、
最
後
に
結
語
と
し
て
、
ベ
ト

ナ
ム
民
法
典
の
改
正
動
向
や
世
帯
の
処
遇
か
ら
得
ら
れ
る
示
唆
と
今
後
の
展
望
を
述
べ
る
。
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二　

二
〇
一
五
年
民
法
典
の
制
定

㈠　

二
〇
一
五
年
民
法
典
に
至
る
ベ
ト
ナ
ム
の
政
治
・
経
済
状
況

　

一
九
九
〇
年
代
後
半
以
降
の
、
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
の
経
済
政
策
の
主
眼
は
、
一
九
九
六
年
に
開
催
さ
れ
た
第
八
回
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
全

国
代
表
者
大
会
（
以
下
、
党
大
会
と
い
う
）
に
お
い
て
宣
言
さ
れ
た
「
二
〇
二
〇
年
ま
で
の
工
業
国
入
り
」
の
実（
4
）現と
第
九
回
党
大
会
（
二

〇
〇
二
年
）
に
お
い
て
確
認
さ
れ
た
「
社
会
主
義
志
向
の
市
場
経
済
（Kinh te thi truong dinh huong xa hoi chu nghia

）」
に
向
け
た
制

度
基
盤
強
化
に
あ
っ（
5
）た。

こ
の
方
針
は
第
一
〇
回
党
大
会
（
二
〇
〇
七
年
）
お
よ
び
第
一
一
回
党
大
会
（
二
〇
一
二
年
）
へ
と
引
き
継
が
れ

て
い
く
。

　

第
一
〇
回
党
大
会
に
お
い
て
、
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
は
、
①
成
長
の
速
度
を
上
げ
、
途
上
国
か
ら
の
脱
却
、
②
二
〇
二
〇
年
ま
で
の
工
業

国
化
を
目
指
し
、
工
業
化
・
近
代
化
の
基
礎
の
創
出
お
よ
び
③
ア
ジ
ア
南
太
平
洋
地
域
に
お
い
て
ベ
ト
ナ
ム
の
地
位
向
上
の
三
点
を
主
要

項
目
と
し
て
掲
げ（
6
）た。
特
に
③
に
つ
い
て
は
自
由
貿
易
を
主
軸
と
す
る
国
際
経
済
へ
の
本
格
的
な
参
入
に
向
け
て
、
国
内
企
業
と
外
資
系

企
業
間
に
あ
る
税
制
や
各
種
手
続
に
関
す
る
条
件
格
差
の
是
正
と
廃
止
、
外
資
参
入
領
域
の
制
限
の
縮
小
等
を
行
い
、
外
資
参
入
の
自
由

化
の
環
境
整
備
お
よ
び
公
平
な
競
争
関
係
の
整
備
に
着
手
し
て
い
っ
た
。
こ
う
し
た
市
場
取
引
や
投
資
整
備
に
向
け
た
取
組
み
は
、
二
〇

〇
五
年
に
制
定
さ
れ
る
知
的
所
有
権
法
（
二
〇
〇
九
年
・
二
〇
一
九
年
改
正
）、
入
札
法
（
二
〇
一
三
年
改
正
）、
統
一
企
業
法
（
二
〇
一
四
年
改

正
）、
投
資
法
（
二
〇
一
四
年
・
二
〇
一
九
年
改
正
）
な
ど
の
経
済
関
連
法
令
の
整
備
に
よ
り
結
実
す（
7
）る。

　

続
く
第
一
一
回
党
大
会
で
は
、
従
来
の
目
標
と
方
針
を
維
持
し
つ
つ
も
、
経
済
成
長
モ
デ
ル
の
転
換
を
宣
言
し
た
。
す
な
わ
ち
、
従
来

の
量
的
な
発
展
の
み
な
ら
ず
、
そ
の
規
模
を
拡
大
し
つ
つ
も
、
質
・
効
率
性
・
持
続
性
を
も
重
視
す
る
「
量
的
と
質
的
な
成
長
の
間
の
合

理
的
発
展
（Phat trien hop ly giua chieu rong va chieu sau

）」
方
針
で
あ（
8
）る。
発
展
の
質
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
、
労
働
生
産
性
・
技
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術
レ
ベ
ル
の
向
上
に
基
づ
く
経
済
成
長
を
目
指
し
、
そ
の
た
め
に
は
、
国
営
セ
ク
タ
ー
、
私
営
セ
ク
タ
ー
と
い
っ
た
所
有
形
態
に
関
係
な

く
、
平
等
な
条
件
の
下
で
各
企
業
が
競
争
し
得
る
環
境
の
整
備
が
示
さ
れ
た
。

　

表
１
は
、
二
〇
〇
五
年
か
ら
二
〇
一
五
年
ま
で
の
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
国
民
一
人
当
た
り
の
国
内
総
生
産
額
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）、
国
民
総
生

産
額
（
Ｇ
Ｎ
Ｉ
）
お
よ
び
経
済
成
長
率
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
二
〇
〇
五
年
民
法
典
制
定
か
ら
、
第
一
〇
回
党
大
会
の
五
カ
年
に
当
た

る
二
〇
〇
七
年
か
ら
二
〇
一
二
年
ま
で
の
経
済
成
長
率
は
、
二
〇
〇
五
年
に
比
べ
て
若
干
の
落
ち
込
み
は
み
ら
れ
る
も
の
の
、
年
平
均
で

約
六
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。
加
え
て
、
二
〇
〇
五
年
か
ら
国
民
一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
着
実
に
伸
び
て
い
る
。
二
〇
一
二
年
の
一
人

当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
約
一
七
三
五
ド
ル
で
あ
り
、
こ
れ
は
、
二
〇
〇
五
年
の
数
値
で
あ
る
約
六
八
七
ド
ル
を
約
二
・
五
倍
上
回
る
も
の
で
あ

る
。

　

第
一
一
回
党
大
会
の
五
カ
年
に
対
応
す
る
二
〇
一
三
年
か
ら
民
法
典
が
制
定
さ
れ
る
二
〇
一
五
年
ま
で
の
経
済
成
長
率
は
、
二
〇
一
二

年
の
落
ち
込
み
か
ら
、
右
肩
上
が
り
に
転
じ
て
い
る
。
国
民
一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
二
〇
一
三
年
に
、
二
〇
〇
〇
ド
ル
を
超
え
た
。
国
民

一
人
当
た
り
Ｇ
Ｎ
Ｉ
も
順
調
に
伸
び
て
お
り
、
国
民
の
所
得
は
着
実
に
増
加
し
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
経
済
発
展
の
順
調
な
伸
び
の
背
景
事
情
の
一
つ
と
し
て
、
二
〇
〇
五
年
に
制
定
さ
れ
た
統
一
企
業
法
や
投
資
法
の
制
定
が
、

経
営
の
自
由
の
拡
大
と
奨
励
を
推
し
進
め
、
結
果
投
資
を
促
進
し
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て
お（
9
）り、

法
制
度
の
構
築
と
経
済
の
発
展
と
の
間

に
は
、
相
関
関
係
が
あ
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

　

二
〇
〇
五
年
民
法
典
制
定
以
降
、
順
調
な
経
済
発
展
を
遂
げ
る
ベ
ト
ナ
ム
は
、
質
を
も
追
求
し
た
経
済
発
展
モ
デ
ル
に
展
開
し
て
い
く
。

そ
の
た
め
に
は
、
国
営
セ
ク
タ
ー
、
私
営
セ
ク
タ
ー
が
区
別
さ
れ
る
こ
と
な
く
自
由
な
取
引
が
で
き
る
市
場
経
済
の
展
開
お
よ
び
国
際
経

済
社
会
へ
の
参
入
が
可
能
と
な
る
法
制
度
構
築
が
志
向
さ
れ
て
い
っ
た
。
こ
う
し
た
ベ
ト
ナ
ム
の
政
治
、
経
済
の
動
向
は
二
〇
一
五
年
民

法
典
の
制
定
に
い
か
な
る
影
響
を
与
え
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
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2005
2006

2007
2008

2009
2010

2011
2012

2013
2014

2015
１
人
当
た
り
G
D
P（
米
ド
ル
）
687.5

784.4
906.3

1149.4
1217.3

1317.9
1525.1

1735.1
1886.7

2030.3
2085.1

１
人
当
た
り
G
N
I（
米
ド
ル
）
630

720
840

980
1010

1250
1370

1540
1720

1880
1970

経
済
成
長
率
（
%
）

7.55
6.98

7.13
5.66

5.40
6.42

6.24
5.25

5.42
5.98

6.68

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

0.0

500.0

1000.0

1500.0

2000.0

2500.0

米ドル

経済成長率（％）

表
１
　
2005年

か
ら
2015年

ま
で
の
ベ
ト
ナ
ム
国
民
１
人
当
た
り
国
内
総
生
産
額
（
G
D
P）、

国
民
総
生
産
額
（
G
N
I）
と
経
済
成
長
率

出
典
：
世
界
銀
行
W
orld D

ata Bankを
基
に
筆
者
作
成
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㈡　

二
〇
一
五
年
民
法
典
の
制
定

1　

立
法
の
背
景

―
二
〇
〇
五
年
民
法
典
が
抱
え
て
い
た
制
約

―

　

二
〇
〇
五
年
民
法
典
は
、
第
八
回
党
大
会
お
よ
び
第
九
回
党
大
会
に
お
い
て
確
認
さ
れ
た
二
〇
二
〇
年
ま
で
の
工
業
国
の
樹
立
お
よ
び
、

社
会
主
義
志
向
の
市
場
経
済
の
発
展
を
目
指
す
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
市
場
経
済
の
基
盤
と
な
る
法
律
の
構
築
に
向
け
、
民
法
を
取

引
の
一
般
法
と
す
る
法
体
系
を
確
立
す
る
と
と
も
に
（
一
条
）、
市
場
経
済
取
引
の
基
礎
と
な
る
契
約
自
由
の
原
則
の
承
認
（
四
条
）
お

よ
び
取
引
の
安
全
を
保
護
す
る
た
め
に
動
産
売
買
に
お
け
る
善
意
の
第
三
者
保
護
の
規
定
を
設
け
（
一
三
八
条
一
項
）、
一
九
九
五
年
民
法

典
が
抱
え
て
い
た
市
場
取
引
の
制
約
を
克
服
し
）
10
（
た
。

　

し
か
し
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
が
認
め
た
動
産
売
買
に
お
け
る
善
意
の
第
三
者
保
護
は
極
め
て
限
定
的
で
あ
っ
た
。
二
五
七
条
は
、
①

善
意
の
第
三
者
が
無
償
契
約
に
よ
っ
て
そ
の
動
産
を
取
得
し
た
場
合
お
よ
び
②
善
意
の
第
三
者
が
有
償
契
約
に
よ
り
、
動
産
を
取
得
し
た

が
、
当
該
動
産
が
盗
難
、
紛
失
ま
た
は
そ
の
他
所
有
者
の
意
思
に
反
し
て
占
有
さ
れ
た
場
合
、
真
の
所
有
者
に
よ
る
、
善
意
の
第
三
者
に

対
す
る
動
産
返
還
請
求
権
を
肯
定
す
る
。
善
意
の
第
三
者
が
、
真
の
所
有
者
の
意
に
反
せ
ず
占
有
さ
れ
た
動
産
を
有
償
契
約
に
よ
り
取
得

し
た
場
合
、
所
有
者
の
返
還
請
求
権
は
、
二
五
七
条
の
反
対
解
釈
に
よ
り
、
そ
の
行
使
は
否
定
さ
れ
る
。
そ
の
反
射
効
と
し
て
、
善
意
の

第
三
者
は
、
有
効
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
契
約
に
基
づ
き
所
有
権
を
取
得
す
る
と
い
う
理
論
構
成
と
な
っ
て
い
る
（
一
三
八
条
一
項
）。

も
っ
と
も
、
二
五
七
条
に
よ
っ
て
導
か
れ
る
反
対
解
釈
は
、「
所
有
者
は
返
還
請
求
権
を
行
使
で
き
な
い
」
と
い
う
も
の
に
留
ま
っ
て
お

り
、
所
有
者
は
所
有
権
を
失
う
わ
け
で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
反
射
効
と
し
て
善
意
の
第
三
者
が
所
有
権
を
取
得
す
る
と
ま
で
は
言
い
切
れ

な
い
の
で
は
な
い
か
と
の
疑
問
も
提
示
さ
れ
て
い
）
11
（
る
。

　

ま
た
、
一
九
九
五
年
民
法
典
か
ら
の
課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
た
表
見
代
理
の
整
備
は
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
に
お
い
て
も
導
入
が
見
送

ら
れ
）
12
（

た
。
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こ
の
他
に
も
、
第
三
章
で
詳
細
な
検
討
を
加
え
る
が
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
は
、
個
人
や
法
人
以
外
の
世
帯
（
一
〇
六
条
）
や
組
合

（
一
一
一
条
）
に
対
し
て
も
、
法
主
体
性
を
認
め
て
い
た
。
だ
が
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
は
、
世
帯
お
よ
び
組
合
を
定
義
す
る
規
定
を
設

け
て
お
ら
ず
、
特
に
世
帯
に
つ
い
て
は
、
そ
の
構
成
員
の
範
囲
や
世
帯
財
産
の
範
囲
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
）
13
（
た
。
そ
の
結
果
、

財
産
の
処
分
に
あ
た
っ
て
、
誰
の
同
意
を
求
め
る
必
要
が
あ
る
の
か
、
処
分
し
よ
う
と
す
る
財
産
が
世
帯
に
帰
属
し
て
い
る
の
か
、
そ
れ

と
も
構
成
員
に
帰
属
し
て
い
る
の
か
明
確
に
区
別
す
る
こ
と
は
非
常
に
困
難
を
抱
え
て
お
り
、
世
帯
の
財
産
取
引
の
場
面
で
は
様
々
な
制

約
を
抱
え
て
い
た
。

2　

二
〇
一
五
年
民
法
典
の
起
草
作
業
と
そ
の
成
立

　

二
〇
〇
五
年
民
法
典
が
抱
え
て
い
た
市
場
取
引
を
制
約
す
る
規
定
を
改
正
す
る
た
め
に
、
二
〇
一
一
年
よ
り
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
の

改
訂
作
業
が
、
ベ
ト
ナ
ム
司
法
省
を
中
心
と
す
る
起
草
委
員
会
に
よ
り
始
ま
っ
た
。

　

二
〇
一
三
年
八
月
、
起
草
委
員
会
の
検
討
を
踏
ま
え
、
政
府
は
、
法
律
業
務
の
構
築
に
関
す
る
決
議
一
〇
一
／
Ｎ
Ｑ
‐
Ｃ
Ｐ
を
交
付
し

た
。
一
〇
一
号
決
議
は
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
の
改
訂
方
針
と
し
て
五
つ
の
点
を
主
要
方
針
と
し
て
掲
げ
た
。
す
な
わ
ち
、
①
ベ
ト
ナ
ム

共
産
党
お
よ
び
国
家
建
設
綱
領
の
見
解
に
基
づ
く
体
制
の
構
築
、
②
社
会
主
義
志
向
の
市
場
経
済
の
基
本
原
則
の
具
体
化
、
③
憲
法
と
の

整
合
性
の
確
保
、
④
社
会
・
取
引
状
況
に
合
致
し
て
い
な
い
規
定
の
改
訂
、
⑤
国
際
経
済
社
会
の
要
求
に
応
え
る
水
準
の
民
法
典
の
制
定

で
あ
）
14
（

る
。

　

本
方
針
を
踏
ま
え
、
起
草
委
員
会
は
、
関
係
省
庁
や
関
連
組
織
、
民
法
学
者
や
国
民
お
よ
び
ベ
ト
ナ
ム
に
対
し
て
法
制
度
整
備
支
援
を

行
う
日
本
を
は
じ
め
と
す
る
外
国
関
係
機
関
の
意
見
聴
取
も
行
い
な
が
ら
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
草
案
を
作
成
し
）
15
（
た
。

　

改
訂
を
重
ね
た
二
〇
一
五
年
民
法
典
草
案
は
、
二
〇
一
五
年
一
一
月
二
四
日
、
国
会
議
員
に
よ
る
八
六
・
八
四
パ
ー
セ
ン
ト
の
賛
成
を

得
て
可
決
さ
れ
、
同
年
年
一
二
月
八
日
、
首
相
令
二
〇
／
二
〇
一
五
／
Ｌ
‐
Ｃ
Ｔ
Ｎ
に
よ
り
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
交
付
さ
れ
）
16
（
た
。
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3　

二
〇
一
五
年
民
法
典
の
改
正
点
と
特
徴

　

二
〇
一
五
年
ベ
ト
ナ
ム
民
法
典
は
、
市
場
取
引
の
更
な
る
発
展
に
向
け
、
こ
れ
ま
で
民
法
上
の
懸
案
事
項
と
さ
れ
て
い
た
善
意
の
第
三

者
保
護
規
定
に
大
き
く
踏
み
込
む
改
正
を
行
っ
た
。

　

二
〇
〇
五
年
民
法
典
で
は
、
保
護
さ
れ
る
善
意
の
第
三
者
の
範
囲
は
、
登
記
を
必
要
と
し
な
い
動
産
を
取
得
し
た
者
に
限
ら
れ
て
い
た

が
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
登
記
が
必
要
な
財
産
（
動
産
の
ほ
か
、
不
動
産
も
含
む
）
に
つ
い
て
も
、
一
定
の
場
合
、
善
意
無
過
失
の
第
三

者
を
保
護
す
る
こ
と
と
し
た
。
㈡
1
で
述
べ
た
よ
う
に
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
は
、
登
記
が
必
要
な
動
産
や
不
動
産
が
取
引
の
対
象
と

な
っ
た
場
合
、
た
と
え
登
記
を
信
頼
し
、
取
引
を
し
て
い
た
と
し
て
も
、
そ
の
取
引
が
無
効
と
さ
れ
た
場
合
、
所
有
者
は
善
意
の
第
三
者

に
対
し
て
目
的
物
返
還
請
求
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
た
（
二
五
八
条
）。

　

し
か
し
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
一
三
三
条
二
項
は
「
民
事
取
引
が
無
効
で
あ
る
が
、
財
産
が
権
限
あ
る
国
家
機
関
に
お
い
て
登
記
さ
れ
、

そ
の
後
、
他
の
民
事
取
引
に
よ
り
善
意
無
過
失
の
第
三
者
に
引
き
渡
さ
れ
、
そ
の
者
が
当
該
登
記
を
根
拠
と
し
て
取
引
を
確
立
、
履
行
し

た
と
き
は
、
当
該
民
事
取
引
は
無
効
と
な
ら
な
い
」
と
規
定
す
る
。
こ
れ
は
、
登
記
を
信
頼
し
、
取
引
関
係
に
入
っ
た
第
三
者
を
保
護
す

る
趣
旨
で
あ
る
。
そ
し
て
、
所
有
者
の
返
還
請
求
権
は
一
六
八
条
但
書
に
よ
っ
て
否
定
さ
れ
）
17
（
る
。
二
〇
〇
五
年
民
法
典
と
同
様
に
、
善
意

無
過
失
の
第
三
者
の
所
有
権
取
得
が
正
面
か
ら
認
め
ら
れ
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
所
有
者
の
返
還
請
求
権
が
否
定
さ
れ
る
結
果
、
そ
の
反

射
的
効
力
と
し
て
第
三
者
の
占
有
は
保
護
さ
れ
る
。

　

ま
た
、
表
見
代
理
の
規
定
も
導
入
さ
れ
た
（
一
四
二
条
一
項
、
一
四
三
条
一
項
）。
一
四
二
条
は
、
無
権
代
理
人
に
よ
り
取
引
が
な
さ
れ
た

場
合
、
原
則
と
し
て
本
人
に
権
利
義
務
が
発
生
し
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
上
で
、
同
条
一
項
但
書
ｃ
号
は
本
人
に
故
意
過
失
が
あ
り
、
か

つ
取
引
の
相
手
方
が
代
理
人
に
代
理
権
が
な
い
こ
と
に
つ
い
て
知
ら
ず
ま
た
は
知
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
本
人
に
対

し
て
権
利
義
務
が
生
じ
る
と
す
る
。

　

一
四
三
条
は
越
権
代
理
行
為
に
つ
き
、
一
定
の
場
合
表
見
代
理
の
成
立
を
認
め
る
。
す
な
わ
ち
、
本
人
に
故
意
過
失
が
あ
り
、
そ
れ
に
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よ
り
取
引
の
相
手
方
が
、
代
理
権
の
範
囲
を
超
え
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
知
ら
ず
ま
た
は
知
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
場
合
、
表
見
代
理

が
成
立
し
、
本
人
は
権
利
義
務
を
負
う
と
す
る
。

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
取
引
の
安
全
保
護
を
実
現
す
る
た
め
に
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
が
抱
え
て
い
た
課
題
に
対
し
て
踏
み
込
む
改

革
を
行
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
市
場
経
済
を
よ
り
発
展
さ
せ
る
制
度
的
基
盤
が
強
固
に
な
っ
た
と
解
さ
れ
る
。
そ
れ
で
は
、
二
〇
〇
五
年

民
法
典
の
も
う
一
つ
の
課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
た
、
世
帯
や
組
合
の
法
主
体
性
の
問
題
に
つ
い
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
ど
の
よ

う
な
解
答
を
出
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
次
章
で
は
、
世
帯
の
法
主
体
性
を
め
ぐ
る
規
律
の
変
化
を
中
心
に
そ
の
内
容
を
検
討
す
る
。

三　

ベ
ト
ナ
ム
民
法
典
に
お
け
る
世
帯
の
規
律
の
変
化

㈠　

世
帯
の
法
主
体
性
の
立
法
背
景

　

そ
も
そ
も
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
が
規
定
す
る
世
帯
と
は
い
か
な
る
集
団
で
あ
り
、
な
ぜ
ベ
ト
ナ
ム
は
世
帯
に
対
し
固
有
の
法
主
体
性

を
認
め
る
立
法
を
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
そ
の
歴
史
は
、
ベ
ト
ナ
ム
の
農
業
政
策
と
深
く
関
わ
っ
て
い
る
。

　

改
革
前
の
ベ
ト
ナ
ム
の
農
業
形
態
は
、
合
作
社
を
中
心
と
し
た
農
業
生
産
体
制
で
あ
り
、
各
農
家
は
合
作
社
の
生
産
の
担
い
手
と
い
う

位
置
付
け
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
国
家
に
よ
る
、
合
作
社
か
ら
の
農
業
生
産
品
の
買
付
は
低
価
格
で
あ
っ
た
た
め
、
農
民
に
対
し
て
十
分

な
費
用
の
分
配
は
さ
れ
ず
、
そ
の
結
果
、
農
民
ら
の
耕
作
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
は
下
が
っ
て
い
っ
）
18
（
た
。

　

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
低
下
に
伴
い
、
農
業
生
産
量
が
落
ち
込
ん
だ
た
め
、
政
府
は
、
耕
作
地
の
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
農
業
世
帯
の
自
留
地

と
し
、
そ
こ
か
ら
の
収
穫
に
つ
い
て
は
、
自
由
な
処
分
を
認
め
る
政
策
を
採
っ
た
。
だ
が
、
自
留
地
に
よ
る
収
入
は
、
世
帯
収
入
の
四
割

か
ら
五
割
を
占
め
る
こ
と
も
あ
っ
た
た
め
、
農
家
の
耕
作
意
欲
は
、
働
い
て
も
報
わ
れ
な
い
合
作
社
か
ら
自
留
地
へ
向
い
て
い
っ
）
19
（
た
。
そ
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こ
で
、
農
家
の
耕
作
意
欲
を
向
上
さ
せ
る
た
め
、
政
府
は
、
一
九
八
一
年
、
合
作
社
と
世
帯
と
の
経
済
機
能
の
再
分
配
の
改
革
と
し
て
指

令
一
〇
〇
Ｃ
Ｔ
／
Ｔ
Ｗ
を
公
布
し
）
20
（

た
。

　

そ
し
て
、
世
帯
に
対
す
る
農
業
政
策
は
、
一
九
八
六
年
の
ド
イ
モ
イ
へ
の
転
換
を
契
機
に
大
き
な
変
化
を
迎
え
た
。
ベ
ト
ナ
ム
は
、
社

会
主
義
の
過
渡
期
を
乗
り
越
え
る
た
め
に
、
世
帯
を
多
経
済
セ
ク
タ
ー
制
の
経
済
主
体
の
一
つ
と
位
置
付
け
た
の
で
あ
っ
）
21
（
た
。

　

一
九
八
八
年
四
月
五
日
、
政
治
局
は
、
農
地
の
分
配
と
耕
作
を
各
農
業
世
帯
に
委
譲
す
る
こ
と
を
主
に
確
認
す
る
第
一
〇
号
決
議
（
議

決
一
〇
Ｎ
Ｑ
‐
Ｔ
Ｗ
）
を
公
布
し
、
農
業
世
帯
は
合
作
社
や
農
業
組
織
に
代
わ
る
農
業
生
産
主
体
と
な
っ
）
22
（
た
。

　

こ
う
し
た
政
治
政
策
の
動
向
は
、
法
制
度
に
も
反
映
さ
れ
て
い
く
。
一
九
九
三
年
に
制
定
さ
れ
た
土
地
法
は
、
世
帯
を
国
家
が
土
地
使

用
権
を
割
当
て
る
主
体
と
し
て
認
め
た
（
一
）
23
（
条
）。
そ
し
て
、
ベ
ト
ナ
ム
最
初
の
民
法
典
で
あ
る
一
九
九
五
年
民
法
典
は
、
上
述
し
た
政

治
政
策
や
土
地
法
の
動
向
に
合
わ
せ
、
世
帯
を
個
人
や
法
人
と
同
じ
く
民
事
関
係
に
参
加
す
る
法
主
体
と
し
て
認
め
た
の
で
あ
っ
た
（
一

一
六
条
）。

　

で
は
、
一
九
九
五
年
民
法
典
の
下
で
の
世
帯
と
世
帯
の
財
産
の
規
律
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
の
か
。
世
帯
の
財
産
の
中
で
も
重
要

な
位
置
を
占
め
る
土
地
使
用
権
を
例
に
概
観
す
る
。

　

土
地
使
用
権
は
世
帯
に
帰
属
し
、
そ
の
所
有
形
態
は
、
各
世
帯
員
の
共
有
で
は
な
く
、
集
団
所
有
で
あ
る
（
二
一
七
条
、
二
一
八
条
）。

土
地
使
用
権
は
、
譲
渡
（
七
〇
五
条
）、
賃
貸
（
七
一
四
条
）、
抵
当
権
の
設
定
（
七
二
七
条
）
が
可
能
で
あ
る
。
世
帯
財
産
に
関
す
る
取
引

は
、
世
帯
主
が
代
表
し
て
行
い
（
一
一
七
条
）、
世
帯
名
義
で
確
立
さ
れ
た
契
約
の
債
権
・
債
務
の
履
行
は
、
世
帯
が
責
任
を
負
う
（
一
一

九
条
一
項
）。
世
帯
の
共
同
財
産
に
よ
っ
て
、
債
務
の
履
行
が
困
難
な
場
合
、
世
帯
の
構
成
員
は
自
己
の
財
産
を
も
っ
て
連
帯
責
任
を
負

い
、
そ
の
義
務
は
無
限
責
任
で
あ
る
（
一
一
九
条
二
項
）。

　

し
か
し
、
世
帯
お
よ
び
世
帯
財
産
に
関
す
る
一
九
九
五
年
民
法
典
の
規
定
は
、
①
世
帯
お
よ
び
世
帯
財
産
の
確
定
、
②
世
帯
財
産
処
分

に
お
け
る
意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
に
制
約
を
抱
え
て
い
た
。
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①
に
つ
い
て
は
、
世
帯
と
取
引
を
行
う
取
引
の
相
手
方
は
、
戸
籍
）
24
（
簿
（So ho khau

）
に
よ
り
世
帯
主
お
よ
び
世
帯
員
を
確
認
し
、
土

地
使
用
権
証
明
書
に
よ
っ
て
、
当
該
土
地
使
用
権
が
世
帯
の
共
有
財
産
か
ど
う
か
確
認
す
）
25
（

る
。
し
か
し
、
死
亡
や
婚
姻
、
同
居
、
転
居
に

よ
り
世
帯
員
は
変
動
し
、
戸
籍
簿
に
記
載
さ
れ
て
い
る
世
帯
員
と
実
際
の
世
帯
員
が
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
た
め
、
世
帯
員
の
確
定
に

困
難
を
抱
え
て
い
）
26
（
た
。
世
帯
の
財
産
に
つ
い
て
も
、
財
産
変
動
が
あ
る
た
め
、
何
が
世
帯
の
財
産
で
あ
り
、
個
人
の
財
産
で
あ
る
か
、
そ

の
識
別
は
容
易
で
は
な
か
っ
）
27
（

た
。

　

②
に
つ
い
て
、
一
九
九
五
年
民
法
典
は
、
世
帯
財
産
の
処
分
に
つ
い
て
明
確
な
規
定
を
有
し
て
い
な
か
っ
た
。
一
一
七
条
二
項
は
、

「
世
帯
の
代
表
者
に
よ
っ
て
世
帯
の
共
同
利
益
の
た
め
に
確
立
さ
れ
、
実
行
さ
れ
る
民
事
取
引
は
、
世
帯
財
産
の
債
権
と
債
務
を
発
生
さ

せ
る
」
と
規
定
す
る
に
留
ま
っ
て
お
り
、
世
帯
の
代
表
者
と
な
る
世
帯
主
は
誰
か
、
民
事
取
引
の
実
現
に
あ
た
っ
て
、
他
の
世
帯
員
は
同

意
が
必
要
か
否
か
、
そ
れ
と
も
世
帯
の
共
同
の
利
益
が
あ
る
取
引
に
つ
い
て
は
世
帯
主
が
単
独
で
意
思
決
定
で
き
る
の
か
明
ら
か
で
は
な

か
っ
）
28
（
た
。

　

法
制
度
整
備
支
援
と
い
う
形
で
、
二
〇
〇
五
年
ベ
ト
ナ
ム
民
法
典
の
改
正
作
業
に
関
わ
っ
た
日
本
の
ベ
ト
ナ
ム
民
法
典
起
草
支
援
グ

ル
ー
プ
は
、
今
後
、
土
地
使
用
権
を
は
じ
め
と
す
る
世
帯
の
財
産
が
処
分
さ
れ
る
局
面
を
踏
ま
え
て
、
世
帯
を
法
人
と
位
置
付
け
、
そ
の

組
織
に
関
す
る
法
準
則
を
明
確
に
規
定
す
る
こ
と
、
お
よ
び
財
産
の
帰
属
関
係
や
利
用
関
係
に
関
す
る
法
準
則
を
さ
ら
に
明
確
に
定
め
る

こ
と
を
助
言
し
）
29
（
た
。
し
か
し
、
土
地
制
度
が
絡
む
問
題
は
、
そ
の
監
督
関
係
省
庁
で
あ
る
天
然
資
源
環
境
省
と
の
調
整
が
必
要
で
あ
る
と

し
て
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
の
起
草
作
業
で
は
、
世
帯
の
規
定
に
つ
い
て
見
直
し
は
ほ
と
ん
ど
行
わ
れ
な
か
っ
）
30
（

た
。
比
較
的
大
き
な
変
更

と
し
て
は
、
世
帯
の
財
産
の
処
分
に
つ
い
て
定
め
た
一
〇
九
条
が
加
わ
る
に
留
ま
っ
た
。

　

一
〇
九
条
二
項
は
、
世
帯
の
財
産
処
分
の
意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
定
め
た
条
文
で
あ
る
。
前
段
は
、
世
帯
財
産
の
う
ち
重
要
な

財
産
で
あ
る
「
世
帯
の
生
産
材
料
、
価
値
の
大
き
い
共
有
財
産
の
処
分
」
に
つ
い
て
は
「
世
帯
の
満
一
五
歳
以
上
の
構
成
員
全
員
の
同
意

を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
旨
を
規
定
す
る
。
後
段
は
「
そ
の
他
の
共
有
財
産
」
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
満
一
五
歳
以
上
の
構
成
員
の
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「
過
半
数
」
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
規
定
す
る
。
し
か
し
、
本
条
文
を
適
用
す
る
前
提
と
し
て
、
同
意
を
得
る
必
要
が
あ
る

世
帯
員
お
よ
び
世
帯
の
財
産
を
確
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
一
九
九
五
年
民
法
典
が
抱
え
て
い
た
制
約
が
解
消
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
か
っ

た
。

　

仮
に
世
帯
員
が
確
定
で
き
た
と
し
て
も
、
世
帯
員
が
多
数
い
る
場
合
、
全
員
の
同
意
を
必
要
と
す
る
重
要
な
財
産
の
処
分
は
、
容
易
で

は
な
い
。
例
え
ば
、
両
親
と
子
供
が
土
地
使
用
権
を
世
帯
と
し
て
共
同
所
有
し
て
い
る
が
、
子
供
達
が
都
市
部
へ
移
住
し
て
い
る
よ
う
な

場
合
に
お
い
て
、
両
親
が
世
帯
の
財
産
を
処
分
す
る
に
際
し
、
子
供
達
の
同
意
を
得
ら
れ
ず
、
土
地
使
用
権
の
譲
渡
に
困
難
が
伴
っ
て
い

る
）
31
（

。

　

ま
た
、
一
〇
九
条
二
項
に
違
反
し
た
取
引
は
、
要
式
の
不
遵
守
を
理
由
に
無
効
と
な
る
（
一
三
四
条
）
た
め
、
取
引
の
相
手
方
は
権
利

を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
そ
の
利
益
が
著
し
く
害
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
実
際
に
、
世
帯
の
財
産
が
一
部
の
世
帯
構
成
員
に
よ
っ
て

売
却
処
分
が
な
さ
れ
た
後
、
他
の
構
成
員
か
ら
無
効
主
張
が
行
わ
れ
た
結
果
、
取
引
の
安
全
が
害
さ
れ
る
事
態
が
頻
繁
に
生
じ
て
い
）
32
（
る
。

　

こ
う
し
た
世
帯
の
財
産
規
定
が
抱
え
る
法
律
上
の
課
題
は
、
実
際
の
取
引
実
務
に
も
制
約
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
土
地
使
用

権
の
名
義
が
一
人
で
あ
っ
て
も
、
戸
籍
簿
に
複
数
人
世
帯
員
が
記
録
さ
れ
て
い
る
場
合
、
そ
れ
が
、
世
帯
の
財
産
か
そ
れ
と
も
世
帯
員
個

人
の
財
産
か
、
そ
の
識
別
が
困
難
で
あ
る
。
銀
行
実
務
は
、
世
帯
員
の
一
人
が
、
銀
行
か
ら
金
銭
を
借
り
入
れ
る
た
め
に
土
地
使
用
権
に

抵
当
権
を
設
定
す
る
場
合
、
銀
行
の
利
益
を
守
り
、
将
来
の
紛
争
を
回
避
す
べ
く
、
世
帯
員
全
員
の
署
名
を
求
め
て
い
る
こ
と
が
報
告
さ

れ
て
い
）
33
（

る
。

　

表
2
は
、
二
〇
〇
五
年
か
ら
二
〇
一
五
年
ま
で
の
ベ
ト
ナ
ム
国
内
総
生
産
額
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
経
済
セ
ク
タ
ー
主
体
ご
と
の
内
訳
を
示
し

た
も
の
で
あ
る
。
国
営
セ
ク
タ
ー
が
多
く
の
割
合
を
占
め
て
い
る
が
、
そ
れ
に
次
い
で
多
い
経
済
主
体
は
世
帯
で
あ
る
。
そ
し
て
、
国
内

総
生
産
額
に
世
帯
が
占
め
る
割
合
は
、
二
〇
一
〇
年
を
境
に
、
国
営
セ
ク
タ
ー
を
逆
転
し
た
。
世
帯
は
、
今
や
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
最
大

の
経
済
主
体
と
し
て
、
市
場
取
引
に
関
わ
り
、
市
場
経
済
を
牽
引
し
て
い
く
役
割
を
担
っ
て
い
る
。
他
方
で
、
上
記
で
確
認
し
た
と
お
り
、
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2005
2006

2007
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2010

2011
2012
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補
助
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世
帯
が
取
引
を
す
る
場
合
、
様
々
な
制
約
を
抱
え
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

世
帯
の
法
主
体
性
を
認
め
た
背
景
事
情
お
よ
び
世
帯
の
財
産
処
分
を
め
ぐ
る
法
的
問
題
に
つ
い
て
、
条
文
上
の
制
約
を
検
討
し
て
き
た

が
、
実
際
の
裁
判
に
お
い
て
、
世
帯
の
財
産
を
め
ぐ
る
争
い
は
ど
の
よ
う
に
解
決
さ
れ
て
き
た
の
か
。
次
節
で
は
、
判
例
を
題
材
に
世
帯

の
財
産
を
め
ぐ
る
問
題
点
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

㈡　

世
帯
財
産
の
処
分
を
め
ぐ
る
法
的
紛
争

1　

監
督
審
判
決
の
紹
介

　

事
例
一
（
判
例
四
／
二
〇
一
六
／
Ａ
）
34
（

Ｌ
）

〔
事
案
の
概
要
〕

　

一
九
九
六
年
、
Ｘ
お
よ
び
Ａ
（
Ｘ
の
夫
）
は
、
Ｙ
お
よ
び
Ｂ
（
Ｙ
の
妻
）
が
所
有
す
る
ハ
ノ
イ
市
内
に
あ
る
土
地
お
よ
び
建
物
（
以
下
、

本
件
土
地
建
物
と
い
う
）
を
購
入
す
る
土
地
建
物
売
買
契
約
（
以
下
、
本
件
売
買
契
約
と
い
う
）
を
締
結
し
、
Ｘ
は
Ｙ
お
よ
び
Ｂ
に
対
し
て
、

代
金
全
額
を
支
払
い
、
Ｙ
は
Ｘ
に
対
し
て
本
件
土
地
建
物
を
引
き
渡
し
た
。

　

本
件
売
買
契
約
後
、
Ｙ
一
家
は
、
家
を
新
築
す
る
に
あ
た
っ
て
、
Ｘ
ら
が
所
有
す
る
建
物
の
一
部
を
資
材
置
き
場
と
し
て
利
用
す
る
た

め
に
、
Ｘ
ら
と
賃
貸
借
契
約
を
締
結
し
た
。
建
物
完
成
後
、
Ｙ
ら
は
、
建
物
を
Ｘ
ら
に
返
還
し
た
。
そ
の
後
、
Ｘ
は
建
物
を
新
築
し
、
甥
、

姪
を
住
ま
わ
せ
、
学
校
へ
通
わ
せ
る
な
ど
し
た
。

　

二
〇
〇
六
年
、
Ｘ
と
Ａ
が
建
物
所
有
証
明
書
お
よ
び
土
地
使
用
権
証
明
書
の
取
得
申
請
を
し
よ
う
と
し
た
と
こ
ろ
、
Ｙ
お
よ
び
Ｂ
は
、

土
地
の
一
部
に
つ
き
売
買
契
約
は
成
立
し
て
お
ら
ず
、
Ｙ
世
帯
の
所
有
に
あ
る
旨
を
主
張
し
、
二
〇
〇
六
年
末
、
Ｙ
は
本
件
土
地
建
物
の

一
部
に
沿
っ
て
壁
を
建
設
し
た
。

　

Ｘ
と
Ａ
は
、
壁
の
取
壊
し
お
よ
び
Ｙ
お
よ
び
Ｂ
に
よ
っ
て
占
有
さ
れ
て
い
る
土
地
の
返
還
を
求
め
、
訴
え
を
提
起
し
た
。
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一
審
は
Ｘ
お
よ
び
Ａ
の
請
求
を
認
め
、
Ｙ
お
よ
び
Ｂ
に
対
し
て
本
件
土
地
建
物
の
一
部
の
返
還
を
命
じ
た
。

　

控
訴
審
に
お
い
て
、
Ｙ
お
よ
び
Ｂ
は
、
本
件
売
買
契
約
の
対
象
は
Ｙ
Ｂ
世
帯
の
共
有
財
産
で
あ
る
た
め
、
双
方
の
合
意
が
必
要
だ
が
、

本
件
売
買
契
約
の
署
名
お
よ
び
代
金
の
受
領
は
Ｙ
が
単
独
で
行
っ
て
お
り
、
Ｂ
は
そ
の
よ
う
な
事
実
を
知
ら
な
い
た
め
、
本
件
売
買
契
約

は
無
効
で
あ
る
旨
の
主
張
を
し
た
。
し
か
し
、
控
訴
審
判
決
は
Ｙ
ら
の
主
張
を
認
め
な
か
っ
た
。

　

最
高
人
民
検
察
院
長
官
は
、
最
高
人
民
裁
判
所
に
対
し
て
、
監
督
審
の
手
続
に
従
い
、
控
訴
審
判
決
に
つ
い
て
異
議
申
立
て
を
し
た

（
二
〇
〇
五
年
民
事
訴
訟
法
二
八
五
条
一
）
35
（
項
）。

〔
判
旨
〕

　

最
高
人
民
検
察
院
長
官
の
異
議
申
立
て
を
棄
却
し
、
控
訴
審
判
決
を
維
持
す
る
。

　

一
九
九
六
年
四
月
二
六
日
付
け
の
土
地
使
用
権
お
よ
び
建
物
の
譲
渡
契
約
に
つ
い
て
：
土
地
使
用
権
お
よ
び
建
物
所
有
権
の
移
転
は
一

九
九
六
年
に
な
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
後
Ｘ
お
よ
び
Ａ
は
代
金
全
額
を
支
払
い
、
本
件
土
地
建
物
の
引
渡
し
を
受
け
、
建
物
を
改
修
し
、
甥
、

姪
を
招
き
住
ま
わ
せ
て
い
た
。

　

他
方
、
Ｙ
一
家
は
、
Ｘ
一
家
に
引
き
渡
し
た
土
地
の
残
り
の
部
分
に
、
引
き
続
き
居
住
し
た
。
Ｙ
お
よ
び
Ｂ
の
子
供
達
の
証
言
に
よ
れ

ば
、
Ｙ
と
Ｂ
は
、
Ｘ
と
Ａ
に
対
し
て
本
件
土
地
建
物
を
引
き
渡
し
た
後
、
代
金
と
し
て
受
領
し
た
金
を
子
供
達
に
配
っ
て
い
た
。
加
え
て
、

一
九
九
六
年
四
月
二
六
日
、
Ｙ
は
、
Ｙ
ら
が
家
を
新
築
し
て
い
る
間
、
居
住
用
と
す
る
た
め
に
、
Ｘ
ら
に
対
し
て
引
き
渡
し
た
本
件
土
地

建
物
の
一
部
を
借
り
た
い
旨
を
記
載
し
た
「
約
束
状
」
を
書
い
て
い
る
。
そ
し
て
、
実
際
に
Ｙ
ら
は
、
家
の
建
設
工
事
を
し
て
い
る
間
、

Ｘ
お
よ
び
Ａ
の
土
地
お
よ
び
建
物
を
使
用
し
て
い
た
。
そ
れ
ゆ
え
、
Ｂ
は
、
Ｘ
一
家
お
よ
び
Ｙ
と
の
間
で
締
結
さ
れ
た
本
件
土
地
使
用
権

お
よ
び
本
件
建
物
の
譲
渡
契
約
を
認
識
す
る
に
十
分
な
基
礎
が
あ
る
と
い
う
べ
き
で
あ
り
、
本
件
土
地
建
物
の
移
転
を
認
め
、〔
Ｙ
と
〕

共
同
で
履
行
し
た
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
Ｂ
の
本
件
土
地
建
物
の
移
転
を
知
ら
な
か
っ
た
旨
の
主
張
は
理
由
が
な
い
。

　

事
例
二
（
判
例
三
／
二
〇
一
六
／
Ａ
）
36
（
Ｌ
）
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〔
事
案
の
概
要
〕

　

一
九
九
二
年
、
Ｘ
（
妻
）
と
Ｙ
（
夫
）
は
結
婚
し
、
同
居
を
始
め
た
が
、
夫
婦
関
係
は
次
第
に
悪
化
し
、
二
〇
〇
八
年
九
月
か
ら
、
二

人
は
別
居
し
た
。
二
〇
〇
九
年
四
月
一
八
日
、
Ｘ
は
離
婚
の
申
立
て
（
二
〇
〇
〇
年
婚
姻
家
族
法
八
五
条
一
項
）
を
し
、
Ｙ
も
こ
れ
に
同
意

し
た
。
し
か
し
、
土
地
（
以
下
、
本
件
土
地
と
い
う
）
の
財
産
分
与
に
つ
い
て
争
い
が
生
じ
た
。

　

本
件
土
地
の
来
歴
経
過
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
一
九
九
二
年
、
本
件
土
地
に
対
す
る
土
地
使
用
権
は
、
Ｖ
村
人
民
委
員
会
か
ら
、

Ｙ
の
父
で
あ
る
Ａ
の
世
帯
に
交
付
さ
れ
た
。
Ａ
世
帯
は
本
件
土
地
上
に
建
物
を
建
設
し
、
一
九
九
三
年
か
ら
、
Ｘ
Ｙ
夫
婦
は
同
居
を
開
始

し
た
。

　

二
〇
〇
一
年
、
Ｖ
村
人
民
委
員
会
は
、
Ｖ
村
の
全
世
帯
に
対
し
て
、
土
地
使
用
権
の
登
録
を
求
め
た
。
そ
の
際
、
世
帯
主
で
あ
る
Ａ
は

登
録
に
行
か
ず
、
Ｙ
が
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、
本
件
土
地
に
対
す
る
土
地
使
用
権
証
明
書
は
Ｙ
世
帯
名
義
で
交
付
さ
れ
た
。
二
〇
〇
二
年

に
、
Ｘ
Ｙ
夫
婦
は
本
件
土
地
上
に
建
物
（
以
下
、
本
件
建
物
と
い
う
）
を
建
て
、
二
〇
〇
五
年
に
増
築
し
た
。
Ｘ
と
Ｙ
が
離
婚
す
る
二
〇
〇

九
年
ま
で
、
Ａ
世
帯
の
誰
一
人
と
し
て
、
Ｘ
Ｙ
夫
婦
の
建
設
行
為
に
対
し
て
異
議
を
と
ど
め
る
者
は
い
な
か
っ
た
。

　

Ｘ
は
、
本
件
土
地
は
、
Ｙ
の
父
で
あ
る
Ａ
の
世
帯
か
ら
贈
与
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
Ｘ
Ｙ
夫
婦
の
共
有
財
産
で
あ
る
旨
を
主
張
し

た
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
Ｙ
は
、
Ｘ
の
父
で
あ
る
Ａ
世
帯
が
、
一
九
九
二
年
に
Ｖ
村
人
民
委
員
会
よ
り
、
土
地
使
用
権
の
交
付
を
受
け
て
以
降
、

本
件
土
地
使
用
権
は
Ａ
世
帯
に
帰
属
し
て
い
る
。
Ｘ
Ｙ
夫
婦
は
一
時
的
に
本
件
土
地
に
居
住
を
許
さ
れ
て
い
た
に
す
ぎ
ず
、
贈
与
さ
れ
た

わ
け
で
は
な
い
と
主
張
を
し
た
。

　

な
お
、
本
件
土
地
の
評
価
額
は
約
一
七
億
六
〇
〇
〇
万
ド
ン
（
約
八
〇
〇
〇
万
円
相
当
）
で
あ
り
、
本
件
建
物
の
評
価
額
は
約
四
億
七
〇

〇
〇
万
ド
ン
（
約
二
一
〇
〇
万
円
相
当
）
で
あ
っ
た
。

　

第
一
審
は
、
本
件
建
物
は
、
Ｘ
Ｙ
夫
婦
の
共
有
財
産
で
あ
り
、
財
産
分
与
の
対
象
で
あ
る
と
判
示
し
た
が
、
本
件
土
地
は
、
Ａ
世
帯
に
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帰
属
す
る
と
し
、
財
産
分
与
の
対
象
に
な
ら
な
い
と
判
示
し
た
。
そ
し
て
、
Ｘ
Ｙ
夫
婦
に
対
し
、
Ａ
世
帯
へ
本
件
土
地
を
返
還
す
る
よ
う

命
じ
た
。
さ
ら
に
、
Ａ
世
帯
の
土
地
使
用
権
の
範
囲
に
つ
い
て
も
判
示
し
、
そ
の
範
囲
は
、
本
件
土
地
上
に
あ
る
全
て
の
建
築
物
（
本
件

建
物
）
に
も
及
ぶ
た
め
、
Ａ
世
帯
に
対
し
て
、
Ｘ
Ｙ
そ
れ
ぞ
れ
に
本
件
建
物
の
価
額
の
半
分
に
あ
た
る
約
二
億
三
七
〇
〇
万
ド
ン
（
約
一

〇
八
六
万
円
相
当
）
の
支
払
い
を
命
じ
た
。

　

控
訴
審
判
決
は
、
第
一
審
判
決
を
維
持
し
た
。

　

控
訴
審
判
決
後
Ｘ
は
、
不
服
申
立
て
手
続
を
し
た
（
二
〇
〇
五
年
民
事
訴
訟
法
五
八
条
二
項
⒫
）。
そ
れ
を
受
け
て
最
高
人
民
裁
判
所
長
官

は
監
督
審
手
続
に
従
っ
て
異
議
申
立
て
を
し
た
（
二
〇
〇
五
年
民
事
訴
訟
法
二
八
五
条
一
項
）。

〔
判
旨
〕

　

第
一
審
判
決
お
よ
び
控
訴
審
判
決
の
一
部
破
棄
、
差
戻
し
。

　

二
〇
〇
一
年
、
Ｖ
村
人
民
委
員
会
は
、
各
世
帯
に
対
し
て
、
世
帯
の
土
地
使
用
権
の
登
録
お
よ
び
土
地
使
用
権
証
明
書
の
発
行
手
続
を

す
る
た
め
に
、
人
民
委
員
会
本
部
に
お
い
て
各
世
帯
の
土
地
使
用
権
を
申
告
す
る
よ
う
通
知
し
た
。
Ｖ
村
に
あ
る
全
世
帯
は
、
こ
の
土
地

申
告
に
関
す
る
政
策
を
認
識
し
て
い
た
。

　

Ａ
は
土
地
〔
使
用
権
〕
の
所
有
者
で
あ
っ
た
が
、
申
告
に
行
か
な
か
っ
た
。
Ｙ
は
、〔
二
〇
〇
一
年
〕
当
時
、〔
Ａ
ら
と
〕
同
居
し
て
お
り
、

土
地
使
用
権
証
明
書
の
申
請
手
続
を
行
っ
た
者
で
あ
る
。
二
〇
〇
一
年
一
二
月
二
一
日
、
Ｙ
に
、〔
本
件
土
地
に
つ
い
て
〕
Ｙ
名
義
の
土
地

使
用
権
証
明
書
が
交
付
さ
れ
た
。
Ｘ
Ｙ
夫
婦
は
、
二
〇
〇
二
年
に
二
階
建
て
の
建
物
を
建
築
し
、
二
〇
〇
五
年
に
増
築
し
た
。
そ
の
際
、

Ａ
お
よ
び
他
の
家
族
は
Ｘ
Ｙ
ら
が
建
築
し
て
い
る
こ
と
を
認
識
し
て
い
た
が
、
誰
一
人
と
し
て
反
対
し
な
か
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
、
二
〇

〇
一
年
に
土
地
使
用
権
証
明
書
が
交
付
さ
れ
、
Ｘ
お
よ
び
Ｙ
が
離
婚
す
る
二
〇
〇
九
年
ま
で
の
間
、
Ａ
家
族
は
土
地
使
用
権
の
交
付
お
よ

び
建
物
の
建
築
に
つ
い
て
何
ら
苦
情
を
申
し
立
て
る
こ
と
は
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
事
実
は
、
Ａ
世
帯
が
Ｘ
Ｙ
夫
婦
に
対
し
て
本
件

土
地
を
贈
与
す
る
意
思
を
表
す
も
の
で
あ
る
。　
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し
た
が
っ
て
、
Ｙ
が
土
地
〔
使
用
権
に
関
す
る
〕
証
明
書
の
申
請
を
Ａ
の
関
知
し
な
い
と
こ
ろ
で
行
っ
た
と
い
う
Ａ
お
よ
び
Ｂ
の
証
言
は

認
定
の
基
礎
を
欠
く
も
の
で
あ
る
。
Ａ
家
族
は
Ｘ
Ｙ
夫
婦
に
本
件
土
地
を
贈
与
し
た
と
い
う
Ｘ
の
証
言
は
認
定
の
基
礎
が
認
め
ら
れ

る
。
…
…
本
件
土
地
に
つ
い
て
は
Ｘ
Ｙ
夫
婦
の
共
有
財
産
と
決
す
べ
き
で
あ
る
。

2　

検　

討

　

紹
介
し
た
事
例
は
、
い
ず
れ
も
一
九
九
五
年
民
法
典
の
適
用
下
に
お
い
て
起
き
た
も
の
で
あ
る
。

　

事
例
一
は
、
世
帯
の
共
有
財
産
で
あ
る
土
地
使
用
権
の
売
買
契
約
に
お
い
て
、
他
の
構
成
員
の
同
意
が
契
約
上
明
確
に
表
れ
て
い
な
い

場
合
、
他
の
世
帯
員
の
同
意
が
な
い
こ
と
を
理
由
に
契
約
は
無
効
と
な
る
か
ど
う
か
が
争
点
と
な
っ
た
事
案
で
あ
る
。
事
例
二
は
、
夫
婦

の
共
有
財
産
の
財
産
分
与
が
問
題
と
な
っ
た
事
案
で
あ
る
が
、
そ
の
前
提
と
し
て
、
夫
の
両
親
世
帯
に
帰
属
し
て
い
た
土
地
使
用
権
が
、

夫
婦
に
贈
与
さ
れ
た
の
か
ど
う
か
が
争
点
と
な
っ
た
事
案
で
あ
る
。

　

事
例
一
に
お
い
て
、
最
高
人
民
裁
判
所
は
、
Ｘ
Ｙ
間
の
土
地
建
物
譲
渡
契
約
書
に
Ｂ
の
署
名
が
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
は
認
め
つ
つ
も
、

①
Ｙ
が
受
領
し
た
金
を
Ｙ
と
共
に
子
供
達
に
分
配
を
し
て
い
る
点
お
よ
び
②
Ｙ
一
家
が
家
を
新
築
す
る
際
に
、
Ｘ
に
譲
渡
し
た
土
地
の
一

部
を
Ｙ
と
共
に
借
り
て
い
る
点
を
根
拠
に
、
Ｂ
は
Ｙ
と
共
に
土
地
建
物
譲
渡
契
約
を
履
行
し
た
も
の
と
認
定
し
た
。
世
帯
の
財
産
の
処
分

に
あ
た
っ
て
は
、
世
帯
員
全
員
の
同
意
が
必
要
で
あ
る
が
、
そ
の
同
意
は
契
約
書
に
署
名
が
あ
る
か
と
い
う
形
式
だ
け
で
判
断
す
る
の
で

は
な
く
、
世
帯
員
の
行
動
を
も
含
め
て
実
質
的
に
判
断
し
て
い
く
解
釈
方
針
が
表
れ
て
い
る
。

　

事
例
二
は
契
約
を
実
質
的
に
探
求
す
る
姿
勢
が
、
よ
り
一
層
強
く
表
れ
た
事
案
と
い
え
る
。
最
高
人
民
裁
判
所
は
、
Ａ
ら
が
、
Ｘ
Ｙ
夫

婦
が
離
婚
に
至
る
ま
で
の
約
九
年
間
（
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
〇
九
年
）、
Ｙ
に
対
し
て
土
地
使
用
権
証
明
書
の
交
付
が
な
さ
れ
て
い
る
状

態
を
認
識
し
つ
つ
も
、
問
題
に
せ
ず
、
ま
た
Ｘ
Ｙ
夫
婦
が
土
地
上
に
建
物
を
建
築
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
も
何
ら
異
議
申
立
て
を
し
て

い
な
か
っ
た
と
い
う
Ａ
世
帯
の
行
動
を
根
拠
に
、
本
件
土
地
使
用
権
が
Ａ
世
帯
か
ら
Ｘ
Ｙ
夫
婦
世
帯
に
贈
与
さ
れ
た
こ
と
を
認
定
し
た
。
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し
か
し
、
Ａ
ら
は
、
単
に
何
も
し
な
か
っ
た
だ
け
で
あ
り
、
事
例
一
に
登
場
す
る
Ｂ
の
よ
う
に
、
契
約
を
前
提
と
し
た
事
実
を
積
極
的
に

認
め
る
よ
う
な
行
動
を
と
り
、
相
手
方
に
対
し
て
、
Ｂ
も
契
約
に
賛
成
し
て
い
る
よ
う
な
信
頼
を
与
え
た
事
情
は
な
い
。
そ
れ
で
も
な
お
、

裁
判
所
が
、
Ａ
世
帯
か
ら
Ｘ
Ｙ
夫
婦
へ
の
本
件
土
地
使
用
権
の
贈
与
を
認
め
た
背
景
に
は
、
夫
で
あ
る
Ｙ
の
行
動
を
も
考
慮
し
て
い
る
こ

と
が
考
え
ら
れ
）
37
（
る
。
す
な
わ
ち
、
Ｙ
は
Ｘ
の
夫
で
あ
る
と
と
も
に
、
Ａ
世
帯
の
世
帯
員
で
も
あ
る
。
そ
の
よ
う
な
立
場
に
あ
る
Ｙ
が
、
本

件
土
地
に
つ
い
て
土
地
使
用
権
の
交
付
を
受
け
、
建
物
を
建
築
す
る
と
い
う
積
極
的
な
行
動
を
と
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
Ａ
ら
が
世
帯
員

Ｙ
の
行
動
に
対
し
て
何
ら
異
議
を
述
べ
な
か
っ
た
と
い
う
行
為
は
、
Ｙ
の
行
動
と
相
ま
っ
て
、
妻
で
あ
る
Ｘ
に
対
し
、
Ａ
世
帯
か
ら
Ｘ
Ｙ

夫
婦
に
本
件
土
地
使
用
権
が
贈
与
さ
れ
た
と
い
う
信
頼
を
惹
起
し
た
と
い
う
側
面
が
あ
る
。
こ
う
し
た
Ａ
世
帯
と
Ｙ
の
家
族
関
係
を
も
踏

ま
え
て
、
Ｙ
お
よ
び
Ａ
世
帯
は
、
Ｘ
の
信
頼
に
反
す
る
よ
う
な
主
張
は
認
め
ら
れ
な
い
と
い
う
価
値
判
断
の
下
、
贈
与
行
為
を
認
定
し
た

と
解
さ
れ
る
。

　

世
帯
の
財
産
処
分
に
関
連
す
る
二
つ
の
最
高
人
民
裁
判
所
監
督
審
判
決
を
確
認
し
た
。
こ
れ
ら
の
事
案
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
世
帯
の

財
産
の
処
分
に
必
要
と
な
る
世
帯
員
全
員
の
同
意
の
有
無
の
判
断
は
、
形
式
的
に
判
断
す
る
の
で
は
な
く
、
具
体
的
な
事
実
関
係
に
即
し

て
、
実
質
的
に
判
断
す
る
と
い
う
裁
判
実
務
の
傾
向
が
う
か
が
わ
れ
る
。
こ
れ
ら
二
つ
の
事
案
は
、
判
例
と
な
り
、
他
の
類
似
事
件
の
解

決
に
あ
た
っ
て
参
照
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
㈠
で
確
認
し
た
と
お
り
、
世
帯
の
財
産
処
分
を
め
ぐ
っ
て
は
多
く
の
実
務
上
の
課
題
が
報

告
さ
れ
て
い
る
の
も
ま
た
事
実
で
あ
る
。
こ
う
し
た
二
〇
〇
五
年
民
法
典
が
直
面
し
て
い
た
問
題
に
対
し
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
い

か
な
る
形
で
対
処
し
た
の
か
。
次
節
で
検
討
す
る
。

㈢　

二
〇
一
五
年
民
法
典
に
お
け
る
世
帯
の
規
律

1　

世
帯
と
世
帯
財
産
処
分
の
規
律

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
世
帯
お
よ
び
世
帯
の
財
産
処
分
が
抱
え
る
問
題
点
を
解
決
す
る
た
め
に
、
世
帯
の
法
主
体
性
を
否
定
し
、
世



ベトナムにおける世帯に対する規律の変化と二〇一五年民法典の制定

21

帯
の
構
成
員
が
民
事
取
引
に
参
加
す
る
主
体
で
あ
る
と
し
た
（
一
〇
一
条
一
項
）。
法
主
体
の
範
囲
が
、
個
人
ま
た
は
法
人
の
二
種
類
に
整

理
さ
れ
た
こ
と
は
、
取
引
主
体
の
明
確
化
と
い
う
観
点
か
ら
好
意
的
な
評
価
が
加
え
ら
れ
て
い
）
38
（

る
。

　

も
っ
と
も
、
土
地
使
用
権
を
有
す
る
世
帯
が
民
事
関
係
に
参
加
す
る
場
合
、
そ
の
法
主
体
は
、
土
地
法
の
規
定
に
従
う
も
の
と
さ
れ
て

い
る
（
二
〇
一
五
年
民
法
一
〇
一
条
二
項
）。
そ
し
て
、
二
〇
一
三
年
土
地
法
は
、
依
然
と
し
て
世
帯
そ
の
も
の
が
土
地
使
用
権
の
交
付
、
譲

渡
、
受
領
の
法
主
体
に
な
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
（
五
条
二
項
）。

　

土
地
使
用
権
以
外
の
世
帯
の
共
有
財
産
の
処
分
は
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
に
お
い
て
ど
の
よ
う
に
規
律
さ
れ
た
の
か
。
三
㈠
で
確
認
し

た
と
お
り
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
で
は
、
世
帯
の
共
有
財
産
は
世
帯
員
全
員
の
同
意
が
な
け
れ
ば
処
分
で
き
な
か
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、

二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
各
世
帯
員
に
よ
る
持
分
権
の
処
分
を
認
め
る
方
向
へ
の
改
正
を
行
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
世
帯
の
共
有
財
産
の
権

利
・
義
務
は
「
家
族
（G

ia D
inh

）
の
各
構
成
員
の
共
同
所
有
」
に
つ
い
て
規
定
し
た
二
一
二
条
に
従
う
（
一
〇
二
条
一
）
39
（

項
）。
二
一
二
条

一
項
に
よ
れ
ば
、
世
帯
の
共
有
財
産
は
「
各
構
成
員
が
拠
出
し
、
共
に
創
設
し
た
財
産
、
並
び
に
本
法
典
、
そ
の
他
の
関
係
法
令
の
規
定

に
基
づ
き
所
有
権
を
確
立
し
た
そ
の
他
の
財
産
」
で
あ
る
。
そ
し
て
、
二
一
二
条
二
項
は
、
世
帯
員
の
共
同
財
産
（
世
帯
財
産
）
の
占

有
・
使
用
・
処
分
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
世
帯
員
の
合
意
に
従
っ
て
行
う
も
の
と
し
、
中
で
も
、
不
動
産
（
建
物
）、
登
記
の
あ
る
動

産
（
車
、
バ
イ
ク
）、
家
族
の
主
要
な
収
入
源
で
あ
る
財
産
（
農
家
の
農
業
機
具
な
ど
）
の
処
分
に
は
、
完
全
民
事
行
為
能
力
を
有
す
る
成
年

者
（
二
〇
条
二
項
）
全
員
の
合
意
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
規
定
し
た
（
二
一
二
条
二
項
第
二
文
）。
し
か
し
、
二
一
八
条
は
、
他
の
世
帯
員

の
合
意
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
各
世
帯
員
に
よ
る
持
分
権
の
処
分
を
認
め
）
40
（

た
。
も
っ
と
も
、
世
帯
員
の
一
人
が
自
己
の

持
分
を
第
三
者
に
処
分
し
よ
う
と
し
た
場
合
、
他
の
世
帯
員
は
優
先
的
に
そ
の
持
分
権
を
購
入
す
る
権
利
（
優
先
購
入
権
）
を
有
し
て
い

る
（
二
一
八
条
三
項
一
文
）。
自
己
の
持
分
を
処
分
し
よ
う
と
す
る
世
帯
員
は
、
他
の
世
帯
員
が
優
先
購
入
権
を
行
使
し
な
か
っ
た
場
合
、

初
め
て
第
三
者
に
自
己
の
持
分
権
を
処
分
で
き
る
（
二
一
八
条
三
項
二
文
）
と
規
定
す
る
。
二
一
八
条
三
項
は
、
新
設
条
文
で
あ
る
が
、

本
条
文
が
認
め
る
世
帯
員
の
持
分
権
の
自
由
処
分
は
、
市
場
に
お
け
る
世
帯
財
産
の
持
分
の
流
通
性
を
高
め
る
効
果
を
有
す
る
。
そ
の
一
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方
で
、
他
の
世
帯
員
に
対
し
て
は
、
持
分
の
優
先
購
入
権
を
認
め
て
い
る
。
こ
れ
は
、
他
の
世
帯
員
の
意
に
沿
わ
な
い
世
帯
財
産
の
共
有

状
態
の
防
止
の
趣
旨
で
あ
り
、
世
帯
員
間
の
利
益
調
整
を
図
ろ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
本
条
文
は
、
世
帯
員
以
外
の
第
三
者

へ
の
持
分
の
処
分
は
、
優
先
購
入
権
が
行
使
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
初
め
て
認
め
ら
れ
る
と
規
定
す
る
。
こ
れ
は
、
世
帯
内
部
の
問
題
を
、

取
引
の
相
手
方
た
る
第
三
者
に
波
及
し
な
い
よ
う
配
慮
し
た
、
取
引
の
安
全
に
関
す
る
規
定
で
あ
る
と
解
さ
れ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
他
の
世

帯
員
に
対
す
る
優
先
購
入
権
を
保
障
し
た
後
、
市
場
に
世
帯
の
持
分
権
が
流
通
す
る
と
い
う
法
的
構
成
を
採
用
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

取
引
を
し
よ
う
と
す
る
第
三
者
は
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
世
帯
員
間
で
合
意
が
取
れ
て
い
る
か
ど
う
か
確
認
す
る
必
要
が
な
い
た
め
、
安

心
し
て
持
分
権
の
譲
渡
を
受
け
ら
れ
る
。

　

で
は
、
世
帯
の
共
有
財
産
の
処
分
は
、
具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
に
処
理
さ
れ
る
の
か
。
世
帯
の
共
有
財
産
で
あ
る
車
が
Ａ
Ｂ
Ｃ
の
三
人

で
共
有
さ
れ
て
お
り
、
Ａ
が
持
分
を
処
分
し
よ
う
と
し
た
事
案
を
例
に
検
討
す
る
。

　

Ａ
は
自
己
の
持
分
権
を
処
分
す
る
場
合
、
ま
ず
他
の
構
成
員
で
あ
る
Ｂ
Ｃ
の
合
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
二
一
二
条
二
項
二
文
）。

合
意
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
場
合
、
Ａ
の
持
分
に
対
し
て
、
Ｂ
Ｃ
は
優
先
購
入
権
を
有
す
る
（
二
一
八
条
三
項
一
文
）。
Ｂ
が
優
先
購
入
権
を

行
使
し
た
場
合
、
車
は
Ｂ
Ｃ
の
世
帯
の
財
産
と
し
て
共
同
所
有
と
な
る
。
他
方
、
Ｂ
も
Ｃ
も
優
先
購
入
権
を
行
使
し
な
か
っ
た
場
合
、
Ａ

は
第
三
者
に
自
己
の
持
分
を
処
分
で
き
る
（
二
一
八
条
三
項
二
文
）。
Ｅ
が
購
入
し
た
場
合
、
車
は
世
帯
の
共
同
財
産
で
は
な
く
、
Ｂ
Ｃ
Ｅ

が
そ
れ
ぞ
れ
持
分
を
有
す
る
個
人
の
共
同
所
有
と
な
る
（
二
〇
九
条
）。

　

次
に
、
Ａ
が
Ｂ
Ｃ
の
合
意
を
得
ず
に
、
自
己
の
持
分
の
割
合
を
超
え
て
車
を
処
分
し
た
場
合
を
検
討
す
る
。
こ
の
場
合
、
Ａ
の
持
分
の

範
囲
内
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
二
一
八
条
一
項
お
よ
び
三
項
の
規
定
に
よ
っ
て
、
処
理
さ
れ
る
が
、
持
分
を
超
え
る
部
分
は
無
権
代
理

（
一
四
二
条
一
項
）
と
な
り
、
原
則
と
し
て
、
他
の
構
成
員
に
対
し
て
権
利
義
務
は
生
じ
な
）
41
（
い
。

　

こ
の
よ
う
に
世
帯
の
共
同
財
産
の
う
ち
、
土
地
使
用
権
を
除
く
も
の
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
と
は
異
な
り
、
各
世
帯
員
に

よ
る
持
分
権
の
処
分
が
認
め
ら
れ
、
世
帯
財
産
の
市
場
取
引
に
お
け
る
流
通
性
が
高
ま
っ
た
と
評
価
で
き
る
。
も
っ
と
も
、
二
〇
一
五
年
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民
法
典
は
、
他
の
世
帯
員
に
対
し
、
持
分
の
優
先
購
入
権
を
保
障
す
る
。
こ
の
点
は
、
共
有
者
に
持
分
権
の
自
由
処
分
を
認
め
る
日
本
民

法
と
は
異
な
り
、
世
帯
員
に
よ
る
持
分
処
分
に
一
定
の
制
約
を
課
す
も
の
で
あ
る
。
こ
の
意
味
で
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
に
お
け
る
世
帯

の
財
産
所
有
形
態
は
、
日
本
民
法
に
お
け
る
組
合
財
産
の
共
有
（
合
有
。
組
合
員
が
持
分
を
処
分
し
て
も
第
三
者
に
対
抗
で
き
な
い
。
六
七
六
条

一
項
）
と
共
有
の
中
間
的
な
性
格
を
持
つ
も
の
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

　

し
か
し
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
世
帯
員
の
確
定
と
い
う
点
に
お
い
て
な
お
課
題
を
抱
え
て
い
る
。
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
世
帯
員

の
範
囲
に
つ
き
、
明
文
規
定
を
設
け
て
い
な
）
42
（
い
。
現
在
、
そ
の
解
釈
の
手
が
か
り
と
な
り
う
る
の
は
、
戸
籍
簿
の
登
録
者
の
範
囲
に
つ
い

て
規
定
し
た
戸
籍
法
二
〇
条
四
項
の
み
で
あ
）
43
（

る
。
そ
の
た
め
、
旧
法
の
下
で
問
題
と
な
っ
て
い
た
世
帯
の
構
成
員
の
範
囲
を
め
ぐ
る
議
論

は
、
引
き
続
き
問
題
と
な
り
う
る
。

　

で
は
、
土
地
使
用
権
の
処
分
に
関
す
る
規
律
に
変
化
が
あ
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。

2　

世
帯
の
土
地
使
用
権
の
処
分
に
対
す
る
規
律

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
制
定
後
も
、
世
帯
が
土
地
使
用
権
の
法
主
体
に
な
る
こ
と
は
先
に
確
認
し
た
と
お
り
で
あ
る
（
二
〇
一
三
年
土
地

法
三
条
二
九
号
）。
世
帯
の
土
地
使
用
権
と
各
世
帯
員
の
権
利
関
係
に
つ
い
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
明
確
な
規
定
を
設
け
て
お
ら
ず
、

ま
た
二
〇
一
三
年
土
地
法
も
規
定
を
有
し
て
い
な
い
た
め
、
法
解
釈
に
よ
り
、
そ
の
内
容
を
決
す
る
ほ
か
な
い
。

　

世
帯
に
対
す
る
土
地
使
用
権
は
、
法
主
体
た
る
世
帯
に
交
付
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
土
地
使
用
権
は
世
帯
全
体
に
帰
属
し
、
構
成
員

た
る
各
世
帯
員
に
持
分
権
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
な
性
質
を
有
す
る
も
の
で
は
な
い
と
解
さ
れ
る
。
二
〇
一
五
年
民
法
典
に
基
づ
い
て
解
釈

す
る
と
、
世
帯
の
土
地
使
用
権
の
所
有
形
態
は
「
共
同
所
有
者
の
処
分
持
分
が
確
定
さ
れ
な
い
」
合
一
共
同
所
有
と
解
さ
れ
る
（
二
一
〇

条
一
項
）。
各
世
帯
員
は
持
分
権
を
有
し
て
い
な
い
た
め
、
土
地
使
用
権
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
に
世
帯
員
全
員
の
同

意
が
必
要
と
解
さ
れ
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
世
帯
財
産
と
し
て
の
土
地
使
用
権
と
そ
の
他
の
財
産
の
処
分
に
大
き
な
違
い
が
あ
る
。



法学政治学論究　第123号（2019.12）

24

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
の
下
で
、
世
帯
の
土
地
使
用
権
は
ど
の
よ
う
に
処
分
さ
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
三
㈡
で
紹
介
し
た
旧
法
下
の
二
つ

の
事
例
お
よ
び
世
帯
の
土
地
使
用
権
に
対
し
て
抵
当
権
を
設
定
す
る
場
合
を
例
に
検
討
す
る
。

　

三
㈡
の
事
案
は
、
い
ず
れ
も
世
帯
財
産
た
る
土
地
使
用
権
の
処
分
に
つ
き
、
世
帯
員
の
同
意
が
明
確
で
な
か
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
譲

渡
の
効
力
が
問
題
と
な
っ
た
事
案
で
あ
る
。
二
〇
一
五
年
民
法
典
に
お
い
て
も
、
土
地
使
用
権
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
世
帯
員
全
員
の
同

意
が
必
要
と
解
さ
れ
る
か
ら
、
旧
法
下
で
起
き
て
い
た
紛
争
は
、
新
法
適
用
下
に
お
い
て
も
、
引
き
続
き
問
題
と
な
り
う
る
も
の
と
解
さ

れ
る
。

　

抵
当
権
設
定
契
約
は
書
面
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
ず
（
五
〇
二
条
一
項
）、
抵
当
権
設
定
契
約
書
は
、
不
動
産
が
所
在
す
る
省
・
直
轄
市

内
の
公
証
所
に
お
い
て
、
公
証
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
二
〇
一
四
年
公
証
法
五
四
条
）。
し
た
が
っ
て
、
世
帯
員
全
員
の
署
名
が
あ

る
抵
当
権
設
定
契
約
書
が
公
証
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
世
帯
の
土
地
使
用
権
に
抵
当
権
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

同
意
を
得
る
必
要
が
あ
る
世
帯
員
の
範
囲
は
、
二
〇
一
三
年
土
地
法
二
条
二
九
項
に
定
義
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
土
地
使
用
権
世

帯
と
は
、
国
家
に
よ
り
土
地
使
用
権
の
交
付
等
が
さ
れ
た
時
点
に
お
い
て
、
同
居
し
、
婚
姻
家
族
法
に
基
づ
き
婚
姻
、
血
縁
ま
た
は
扶
養

関
係
に
あ
り
、
土
地
使
用
権
を
有
し
て
い
る
世
帯
と
定
義
さ
れ
る
。
あ
く
ま
で
も
土
地
使
用
権
交
付
時
に
お
い
て
、
同
居
し
て
お
り
、
土

地
使
用
権
を
共
同
所
有
し
て
い
た
者
が
世
帯
員
と
さ
れ
る
か
ら
、
現
在
の
同
居
状
況
は
問
わ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
世
帯
員
の
一
部
が
遠

隔
地
に
住
ん
で
い
る
ケ
ー
ス
で
は
、
直
接
、
契
約
書
の
署
名
を
得
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
全
員
の
同
意
を
得
る
こ
と
に
障
害
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
場
合
、
遠
隔
地
に
住
ん
で
い
る
世
帯
員
は
、
他
の
世
帯
員
へ
抵
当
権
設
定
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
委
任
す
る
こ
と
で
、
不
都

合
を
解
消
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
だ
が
、
権
限
の
委
任
契
約
は
、
委
任
者
お
よ
び
受
任
者
双
方
が
公
証
所
に
行
く
こ
と
が
要
求
さ
れ

て
い
る
（
二
〇
一
四
年
公
証
法
五
五
条
一
項
）。
加
え
て
、
抵
当
権
設
定
契
約
に
関
す
る
権
限
の
委
任
契
約
は
、
不
動
産
に
関
す
る
公
証
で
あ

る
た
め
、
そ
の
不
動
産
が
所
在
す
る
省
・
直
轄
市
の
公
証
所
に
お
い
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
二
〇
一
四
年
公
証
法
四
二
条
）。
し
た

が
っ
て
、
遠
隔
地
に
住
む
世
帯
員
は
、
土
地
使
用
権
設
定
契
約
の
委
任
を
す
る
た
め
に
、
世
帯
に
戻
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
実



ベトナムにおける世帯に対する規律の変化と二〇一五年民法典の制定

25

務
上
、
世
帯
員
全
員
の
同
意
を
得
る
こ
と
は
非
常
に
困
難
を
抱
え
て
お
り
、
適
時
に
抵
当
権
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
課
題

は
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
制
定
後
も
存
在
し
て
い
）
44
（

る
。

㈣　

小
括

―
二
〇
一
五
年
民
法
典
に
よ
り
世
帯
を
め
ぐ
る
法
律
問
題
は
解
決
し
た
の
か

―

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
土
地
使
用
権
以
外
の
財
産
権
の
帰
属
は
、
世
帯
で
は
な
く
世
帯
員
が
そ
れ
ぞ
れ
持
分
権
を
有
す
る
共
同
所
有

に
あ
る
と
整
理
し
た
。
世
帯
員
は
、
一
定
の
規
制
に
服
す
る
も
の
の
（
二
一
二
条
二
項
、
二
一
八
条
）、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
が
認
め
て
い

な
か
っ
た
持
分
権
の
処
分
を
可
能
な
も
の
と
し
た
。
特
に
二
一
八
条
三
項
は
、
他
の
世
帯
員
が
優
先
購
入
権
を
行
使
し
な
か
っ
た
場
合
に

初
め
て
、
世
帯
員
は
第
三
者
に
そ
の
持
分
権
を
処
分
で
き
る
と
条
件
を
設
け
た
。
二
〇
一
五
年
民
法
典
が
認
め
た
世
帯
員
の
持
分
権
の
処

分
規
定
は
、
世
帯
財
産
を
保
護
し
つ
つ
も
、
世
帯
財
産
の
円
滑
な
市
場
取
引
を
実
現
す
る
と
い
う
効
果
が
期
待
さ
れ
る
。

　

し
か
し
、
世
帯
員
の
確
定
に
つ
い
て
民
法
典
は
規
定
を
設
け
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
二
一
二
条
二
項
に
お
い
て
合
意
を
求
め
る
世

帯
員
の
範
囲
お
よ
び
二
一
八
条
三
項
に
お
い
て
優
先
購
入
権
が
認
め
ら
れ
る
世
帯
員
の
範
囲
を
め
ぐ
っ
て
法
的
紛
争
が
起
こ
る
可
能
性
が

あ
る
。
の
み
な
ら
ず
、
世
帯
の
意
思
決
定
方
法
、
世
帯
の
代
表
者
の
決
定
、
世
帯
の
固
有
財
産
と
世
帯
員
の
個
別
財
産
の
分
別
な
ど
の
重

要
事
項
も
、
法
律
上
曖
昧
に
さ
れ
た
ま
ま
放
置
さ
れ
て
い
）
45
（

る
。
こ
れ
ま
で
発
生
し
て
い
た
法
的
紛
争
の
根
本
的
な
解
決
に
は
な
ら
ず
、
世

帯
財
産
の
取
引
に
お
い
て
引
き
続
き
混
乱
を
招
く
お
そ
れ
が
強
い
。

　

土
地
使
用
権
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
世
帯
の
土
地
使
用
権
取
引
に
お
い
て
生
じ
て
い
た
法
的
問
題
は
解
決
さ
れ
て
い
な
い
。
世
帯
の

土
地
使
用
権
の
規
律
は
、
土
地
法
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
、
世
帯
は
土
地
使
用
権
の
法
主
体
と
な
る
こ
と
が
認
め
る
と
い
う
、
旧
法
と
同
様

の
取
扱
い
を
受
け
る
か
ら
で
あ
る
。

　

最
高
人
民
裁
判
所
は
、
世
帯
の
土
地
使
用
権
の
処
分
に
つ
い
て
、
解
釈
の
指
針
と
な
る
二
つ
の
判
決
を
出
し
た
。
し
か
し
、
問
題
の
根

本
的
な
解
決
の
た
め
に
は
、
民
法
典
と
土
地
法
の
整
合
性
を
作
り
出
す
必
要
が
あ
り
、
土
地
法
の
改
正
が
不
可
欠
で
あ
る
。
今
後
、
市
場
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経
済
社
会
を
発
展
さ
せ
て
い
く
た
め
に
は
、
世
帯
の
土
地
使
用
権
の
流
通
性
や
抵
当
権
の
設
定
を
通
じ
た
資
金
調
達
な
ど
を
円
滑
に
進
め

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
土
地
使
用
権
を
も
含
め
て
世
帯
お
よ
び
世
帯
の
財
産
の
取
引
の
あ
り
方
を
整
備
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
。

四　

結　

語

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
の
制
定
の
背
景
に
は
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
制
定
後
の
順
調
な
経
済
成
長
を
一
時
的
な
も
の
に
と
ど
め
ず
、
持
続

可
能
な
経
済
発
展
の
制
度
基
盤
を
構
築
し
、
か
つ
国
際
経
済
社
会
に
参
入
す
る
と
い
う
政
府
の
目
標
が
あ
っ
た
。
こ
の
目
標
を
達
成
す
る

た
め
に
、
市
場
経
済
取
引
を
促
進
す
る
制
度
的
基
盤
と
し
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
が
制
定
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
二
〇
一
五
年
民
法
典

は
、
そ
れ
ま
で
動
産
に
対
し
て
の
み
認
め
ら
れ
て
い
た
善
意
取
得
者
の
保
護
を
、
不
動
産
お
よ
び
登
記
の
必
要
な
動
産
に
広
げ
る
と
と
も

に
、
表
見
代
理
の
規
定
も
設
け
た
。
そ
し
て
、
世
帯
の
法
主
体
性
を
否
定
し
、
法
主
体
を
個
人
と
法
人
に
限
定
す
る
と
い
う
規
律
方
法
に

変
え
た
こ
と
も
、
取
引
安
全
保
護
の
一
環
で
あ
っ
た
。

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
制
定
以
前
、
ベ
ト
ナ
ム
政
府
は
、
取
引
主
体
の
社
会
実
態
を
重
視
し
、
そ
れ
に
対
応
す
べ
く
、
現
実
に
存
在
す
る

多
様
な
取
引
主
体
に
法
主
体
性
を
認
め
て
き
た
。
し
か
し
、
法
主
体
の
多
様
性
は
、
取
引
を
め
ぐ
る
法
律
関
係
を
複
雑
な
も
の
と
し
、
取

引
安
全
を
阻
害
す
る
と
い
う
問
題
を
生
じ
さ
せ
て
き
た
。
そ
こ
で
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
旧
法
が
抱
え
て
い
た
取
引
安
全
の
保
護
と

い
う
課
題
に
挑
み
、
法
主
体
を
個
人
お
よ
び
法
人
に
限
定
す
る
こ
と
に
よ
り
、
世
帯
の
法
主
体
性
を
否
定
し
、
各
世
帯
員
に
よ
る
持
分
の

処
分
権
限
を
定
め
た
。
こ
の
限
り
で
は
、
個
人
主
義
的
な
共
有
制
度
を
導
入
し
た
よ
う
に
も
み
え
る
。

　

し
か
し
、
三
㈢
1
で
考
察
し
た
と
お
り
、
他
の
世
帯
員
に
対
し
、
持
分
の
優
先
購
入
権
を
認
め
て
い
る
。
こ
れ
は
、
な
お
世
帯
財
産
の

保
護
を
図
ろ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
世
帯
員
の
権
限
は
明
ら
か
と
な
っ
た
も
の
の
、
世
帯
の
範
囲
を
ど
う
決
定
し
、
誰
が
世
帯
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員
に
な
る
の
か
、
処
分
権
行
使
の
対
象
と
な
る
財
産
に
何
が
該
当
す
る
の
か
な
ど
の
点
に
つ
い
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
曖
昧
な
ま
ま

で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
世
帯
員
に
持
分
権
の
処
分
を
認
め
た
こ
と
が
、
市
場
経
済
取
引
の
促
進
に
つ
な
が
る
か
と
い
う
と
、
な
お
限
界

を
抱
え
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
社
会
実
態
と
法
制
度
と
の
間
に
は
依
然
と
し
て
大
き
な
隔
た
り
が
あ
り
、
こ
の
関
係
を
整
理
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
世
帯
全
体
に
関
わ
る
制
度
設
計
の
再
構
築
が
不
可
欠
で
あ
る
。
現
時
点
で
は
、
土
地
使
用
権
の
法
主
体
性
の
規

律
は
土
地
法
に
委
ね
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
制
定
後
も
、
土
地
使
用
権
に
限
っ
て
は
世
帯
を
法
主
体
と
し
て
扱
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
世
帯
全
体
の
制
度
設
計
を
見
直
す
た
め
に
は
、
土
地
法
を
改
正
し
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
と
の
整
合
性
を
図

る
必
要
が
あ
る
。

　

二
〇
一
五
年
民
法
典
が
制
定
さ
れ
た
直
後
の
第
一
二
回
党
大
会
（
二
〇
一
六
年
一
月
）
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
を
改
善
す
る
た
め
に
は
、

市
場
に
お
け
る
公
平
で
透
明
な
競
争
を
保
障
す
る
法
的
枠
組
み
の
整
備
が
必
要
で
あ
り
、
中
で
も
土
地
法
が
重
要
な
役
割
を
担
う
土
地
市

場
の
発
展
の
重
要
性
を
指
摘
し
）
46
（

た
。
国
会
に
お
い
て
も
、
土
地
法
の
改
正
は
、
早
急
に
取
り
組
む
べ
き
重
要
な
問
題
と
さ
れ
て
い
る
。
し

か
し
、
二
〇
一
九
年
六
月
に
開
催
さ
れ
た
国
会
は
、
慎
重
に
改
正
内
容
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
理
由
に
よ
り
、
二
〇
一
九
年
の

土
地
法
の
改
正
を
見
送
り
、
二
〇
二
〇
年
に
先
送
り
と
し
）
47
（

た
。

　

そ
の
際
、
正
面
か
ら
問
わ
れ
る
べ
き
は
、
世
帯
に
法
主
体
性
を
認
め
る
こ
と
の
意
義
で
あ
る
。
特
に
農
地
の
土
地
使
用
権
に
つ
い
て
み

る
と
、
世
帯
に
法
主
体
性
を
認
め
る
こ
と
は
、
農
地
の
細
分
化
を
防
止
し
、
世
帯
を
中
心
と
す
る
農
地
の
集
積
と
い
う
機
能
を
有
し
て
い

る
。
ま
た
、
世
帯
が
今
な
お
取
引
実
態
と
し
て
存
在
し
、
経
済
発
展
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
は
、
三
㈠
に
示
し
た

と
お
り
で
あ
る
。
ベ
ト
ナ
ム
に
お
い
て
は
、
特
に
農
業
政
策
の
観
点
か
ら
、
世
帯
を
法
主
体
と
し
て
認
め
る
こ
と
は
、
依
然
と
し
て
大
き

な
意
義
を
有
す
る
。
こ
う
し
た
社
会
実
態
が
あ
る
か
ら
こ
そ
、
政
府
は
、
二
〇
一
三
年
土
地
法
が
定
め
て
い
る
、
土
地
使
用
権
に
対
す
る

世
帯
の
法
主
体
性
を
見
直
す
こ
と
の
重
要
性
を
認
識
し
つ
つ
も
、
そ
の
対
応
に
苦
慮
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
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翻
っ
て
、
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
世
帯
の
法
主
体
性
お
よ
び
世
帯
の
共
有
財
産
に
対
す
る
規
律
が
抱
え
る
課
題
は
、
家
族
財
産
の
規
律
の

仕
方
に
つ
い
て
、
重
要
な
示
唆
を
与
え
る
。
す
な
わ
ち
、
世
帯
の
法
主
体
性
や
世
帯
財
産
の
共
同
所
有
の
実
体
は
、
個
人
か
法
人
か
と
い

う
形
に
単
純
に
割
り
切
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
そ
の
社
会
実
態
や
経
済
発
展
の
度
合
い
応
じ
て
、
多
様
な
形
態
を
持
ち
う
る
と
い
う
こ
と

で
あ
る
。
現
在
、
ベ
ト
ナ
ム
で
進
め
ら
れ
て
い
る
、
世
帯
の
土
地
使
用
権
に
関
す
る
土
地
法
の
改
正
は
、
経
済
社
会
の
発
展
と
家
族
財
産

の
共
同
所
有
形
態
の
規
律
と
の
関
係
を
考
察
す
る
上
で
、
興
味
深
い
比
較
法
的
素
材
を
提
供
す
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
別
稿

で
考
察
す
る
。

（
1
）  

一
九
九
五
年
民
法
典
第
五
部
「
土
地
使
用
権
に
関
す
る
規
定
」。
ベ
ト
ナ
ム
の
市
場
化
政
策
と
一
九
九
五
年
民
法
典
の
関
係
に
関
し
て
は
、
深

沢
瞳
「
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
ド
イ
モ
イ
の
展
開
と
一
九
九
五
年
民
法
典
の
成
立
」『
法
学
政
治
学
論
究
』
一
二
〇
号
（
二
〇
一
九
）
三
五
‐
六
八

頁
参
照
。

（
2
）  

二
〇
〇
五
年
民
法
典
に
お
け
る
契
約
の
自
由
と
取
引
安
全
の
強
化
に
つ
い
て
は
、
深
沢
瞳
「
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
ド
イ
モ
イ
の
進
展
と
二
〇
〇

五
年
民
法
典
の
制
定
」『
法
学
政
治
学
論
究
』
一
二
二
号
（
二
〇
一
九
）
一
‐
三
一
頁
参
照
。

（
3
）  

二
〇
一
五
年
民
法
典
の
日
本
語
訳
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
「
民
法
典
」https://w

w
w.jica.go.jp/project/vietnam

/021/legal/ku57pq00001j1w
zj-

att/legal_60.pdf

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
九
日
）
を
参
照
し
た
。

（
4
）  

「
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
第
八
回
党
大
会
政
治
報
告
（
抄
訳
）
下
」
世
界
週
報
七
七
巻
三
四
号
時
事
通
信
社
（
一
九
九
六
）「
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
第
八

回
党
大
会
政
治
報
告
（
抄
訳
）
下
」
七
一
頁
。

（
5
）  Chinh Phu N

uoc Cong H
oa Xa H

oi Chu N
ghia V

iet N
am

 

“Bao cao chinh tri cua Ban Chap hanh Trung uong D
ang khoa 

V
III tai D

ai hoi dai bieu toan quoc lan thu IX
 cua D

ang

” http://chinhphu.vn/portal/page/portal/chinhphu/
N
uocCH

XH
CN

V
ietN

am
/ThongTinTongH

op/noidungvankiendaihoidang?categoryId=10000714&
articleId=10038377

（
最
終
閲

覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
八
日
）。

（
6
）  

坂
田
正
三
「
二
〇
〇
六
年
〜
二
〇
一
〇
年
の
経
済
発
展
の
方
向
性
」
坂
田
正
三
編
『
二
〇
一
〇
年
に
向
け
た
ベ
ト
ナ
ム
の
発
展
戦
略
』
ア
ジ
ア

経
済
研
究
所
（
二
〇
〇
六
）
五
九
頁
。
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（
7
）  

前
掲
注
（
6
）
坂
田
六
四
頁
。

（
8
）  

寺
本
実
「
序
章　

第
一
一
回
党
大
会
を
巡
る
議
論
に
向
け
て
」
寺
本
実
編
『
転
換
期
の
ベ
ト
ナ
ム
第
一
一
回
党
大
会
、
工
業
国
へ
の
新
た
な
選

択
』
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
（
二
〇
一
二
）
一
〇
‐
一
一
頁
。

（
9
）  
グ
エ
ン
・
ク
オ
ッ
ク
・
フ
ン
「
ベ
ト
ナ
ム
の
マ
ク
ロ
経
済
の
現
状
と
課
題
」
前
掲
注
（
8
）
寺
本
六
一
頁
。

（
10
）  
前
掲
注
（
2
）
深
沢
二
一
‐
二
三
頁
。

（
11
）  
桜
木
和
代
「
ベ
ト
ナ
ム
民
法

―
取
引
の
安
全
の
側
面
か
ら
見
た
日
本
民
法
と
の
比
較

―
」『
Ｊ
Ｃ
Ａ
ジ
ャ
ー
ナ
ル
』
五
七
巻
五
号
（
二
〇

一
〇
）
一
一
頁
。

（
12
）  

前
掲
注
（
11
）
桜
木
一
二
頁
。

（
13
）  

“Vietnam

’s draft Civil Code: 10 debatable issues

” Vietnam
 Law and Legal Forum

, January and February 2015 p. 42.

（
14
）  Truong H

ong Q
uang=N

guyen Bich Loan=Vu H
uu Truong D

ien Bo Luat D
an Su N

am
 2005 va 2015 Phan Tich-D

oi Chieu 
N
ha Xuat Ban Chinh Tri Q

uoc G
ia Su That （2017

） p. 11.

（
15
）  Ibid., pp. 11 -14. 

（
16
）  Ibid., p. 15.

（
17
）  

二
〇
一
五
年
民
法
典
一
六
八
条
「
所
有
者
は
、
善
意
無
過
失
の
占
有
者
か
ら
所
有
権
登
記
が
必
要
な
動
産
ま
た
は
不
動
産
を
取
り
戻
す
こ
と
が

で
き
る
。
た
だ
し
、
本
法
典
第
一
三
三
条
二
項
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
」。

（
18
）  

古
田
元
夫
『
ド
イ
モ
イ
の
誕
生
』
青
木
書
店
（
二
〇
〇
九
）
二
四
頁
。

（
19
）  

前
掲
注
（
18
）
古
田
二
四
頁
。

（
20
）  Truong=N
guyen=Vu supra note 14, p. 78 Chu thich 1.

（
21
）  Jayne W

erner G
ender H

ousehold and State in Post-Revolutionary V
ietnam

 Routledge 

（2009

） p. 48, 

世
界
政
治
「
中
央
委
員
会

の
政
治
報
告
②
」
七
四
二
号
日
本
共
産
党
中
央
委
員
会
（
一
九
八
七
年
）
五
四
‐
五
五
頁
。

（
22
）  Truong=N

guyen=Vu, supra note 14, p. 78 Chu thich 2, 
ク
ー
・
チ
ー
・
ロ
イ
「
ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
「
ド
イ
モ
イ
」
二
十
年
の
経
済

社
会
の
発
展
」
坂
田
正
三
編
『
二
〇
一
〇
年
に
向
け
た
ベ
ト
ナ
ム
の
発
展
戦
略
』（
二
〇
〇
六
）
一
三
頁
。

（
23
）  Thu V

ien Phap Luat 

“Luat D
at dai 1993

” https://thuvienphapluat.vn/van-ban/Bat-dong-san/Luat-D
at-dai-1993-24-L-

CTN
-38481.aspx （

最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
五
日
）。
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（
24
）  

戸
籍
（Co ho khau

）
は
家
族
本
と
も
訳
さ
れ
る
。
戸
籍
（
家
族
本
）
の
サ
ン
プ
ル
に
つ
い
て
は
Ｗ
Ｉ
Ｐ
ジ
ャ
パ
ン
「
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義

共
和
国
に
お
け
る
身
分
関
係
法
制
調
査
研
究
報
告
書
」
法
務
省
（
二
〇
一
九
年
）
八
三
‐
八
八
頁http://w

w
w.m

oj.go.jp/content/ 
001296707.pdf

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
二
日
）
参
照
の
こ
と
。

（
25
）  
鈴
木
康
二
『
ベ
ト
ナ
ム
民
法
』
ジ
ェ
ト
ロ
（
一
九
九
六
）
四
四
頁
。

（
26
）  Truong=N

guyen=Vu, supra note 14, pp. 79 -80. 

（
27
）  Truong=N

guyen=Vu, supra note 14, p. 81.

（
28
）  

一
つ
の
解
釈
と
し
て
、
世
帯
の
財
産
は
、
世
帯
の
集
団
所
有
で
あ
る
た
め
、
分
割
し
な
い
合
一
共
有
（
総
有
）
と
解
し
（
一
九
九
五
年
民
法
典

二
三
二
条
一
項
）、
世
帯
員
全
員
の
同
意
が
な
け
れ
ば
処
分
で
き
な
い
と
解
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
し
か
し
、
世
帯
の
財
産
は
、
世
帯
員
に

よ
り
共
有
さ
れ
て
い
る
訳
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
も
世
帯
が
単
独
所
有
し
て
い
る
状
態
の
た
め
、
こ
の
解
釈
が
成
り
立
た
な
い
可
能
性
も
あ
る
。

（
29
）  

新
美
育
文
「
ベ
ト
ナ
ム
と
カ
ン
ボ
ジ
ア
で
の
経
験
」『
時
の
法
令
』
一
七
六
八
号
雅
粒
社
（
二
〇
〇
六
）
七
三
‐
七
七
頁
。

（
30
）  

前
掲
注
（
29
）
新
美
七
三
‐
七
七
頁
。

（
31
）  

松
尾
弘
＝
深
沢
瞳
「
ベ
ト
ナ
ム
民
法
関
連
法
の
実
施
状
況
に
関
す
る
現
地
調
査
報
告
」（
二
〇
一
五
）
四
頁http://w

w
w
15.plala.or.jp/

M
atsuo/pdf/vietnam

_report.pdf
（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
五
日
）。

（
32
）  

松
尾
＝
深
沢
前
掲
注
（
31
）
四
頁
。

（
33
）  Truong=N

guyen=Vu, supra note14, pp. 81 -81.

（
34
）  Toa An N

han D
an Toi Cao Trang Tin D

ien Tu Ve An Le 

“04/2016/AL

”, https://anle.toaan.gov.vn/w
ebcenter/portal/anle/chi

tietanle?dD
ocN

am
e=TAN

D
014300, 

本
判
決
は
、
伏
原
宏
太
＝
ブ
イ
・
テ
ィ
・
ホ
ン
・
ズ
オ
ン
「
第
七
回
ベ
ト
ナ
ム
「
判
例
制
度
」」
Ｊ
Ｃ

Ａ
ジ
ャ
ー
ナ
ル
六
三
巻
九
号
日
本
商
事
仲
裁
（
二
〇
一
六
）
五
三
‐
五
五
頁
に
日
本
語
解
説
が
あ
る
。

（
35
）  

ベ
ト
ナ
ム
の
民
事
訴
訟
法
は
二
審
制
を
採
用
し
て
お
り
（
一
七
条
）、
当
事
者
が
最
高
人
民
裁
判
所
（
日
本
の
最
高
裁
判
所
に
相
当
す
る
）
に

対
し
て
、
さ
ら
に
不
服
申
立
て
を
す
る
場
合
、
監
督
審
と
い
う
手
続
を
経
る
必
要
が
あ
る
が
、
監
督
審
に
対
す
る
異
議
申
立
権
を
有
す
る
の
は
、

最
高
人
民
裁
判
所
の
長
官
及
び
最
高
人
民
検
察
院
の
長
官
で
あ
る
（
二
八
五
条
一
項
）。
ベ
ト
ナ
ム
民
事
訴
訟
法
（
二
〇
〇
五
年
）
の
日
本
語
訳

は
法
務
省
訳https://w

w
w.jica.go.jp/project/vietnam

/021/legal/ku57pq00001j1w
zj-att/legal_24.pdf

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月

六
日
）
を
参
照
し
た
。

（
36
）  Toa An N

han D
an Toi Cao Tran Tin D

ieu Tu Ve An Le 

“03/2016/AL
”, https://anle.toaan.gov.vn/w

ebcenter/portal/anle/
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chitietanle?dD
ocN

am
e=TAN

D
014299

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
六
日
）。

（
37
）  

も
う
一
つ
の
考
慮
事
情
と
し
て
、
本
件
土
地
使
用
権
が
Ａ
世
帯
に
帰
属
し
た
場
合
に
生
じ
る
財
産
分
与
の
夫
婦
間
の
バ
ラ
ン
ス
が
考
え
ら
れ
る
。

な
ぜ
な
ら
、
一
審
判
決
お
よ
び
控
訴
審
判
決
の
財
産
分
与
に
従
っ
た
場
合
、
本
件
建
物
は
Ｘ
Ｙ
間
の
財
産
分
与
の
対
象
と
さ
れ
た
が
、
結
局
Ａ
世

帯
の
土
地
使
用
権
の
範
囲
に
含
ま
れ
る
と
判
示
さ
れ
た
た
め
、
Ｘ
Ｙ
は
、
本
件
建
物
の
価
額
相
当
額
で
あ
る
約
二
億
三
七
〇
〇
万
ド
ン
程
度
（
約

一
〇
八
六
万
円
相
当
）
を
そ
れ
ぞ
れ
補
償
金
と
し
て
Ａ
世
帯
か
ら
受
け
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
Ｙ
は
離
婚
後
Ａ
世
帯
に
戻
る
た
め
、
Ａ
世
帯

の
一
員
と
し
て
、
本
件
土
地
お
よ
び
本
件
建
物
の
使
用
収
益
が
可
能
で
あ
る
。
そ
し
て
、
Ｙ
が
Ａ
世
帯
員
と
し
て
受
け
る
利
益
は
、
価
額
に
し
て
、

約
一
九
億
九
〇
〇
〇
万
ド
ン
（
約
九
〇
八
四
万
円
相
当
）
で
あ
り
、
Ｘ
Ｙ
間
に
不
均
衡
が
実
質
的
に
生
じ
る
こ
と
に
な
る
。

（
38
）  

松
本
剛
「
二
〇
一
五
年
ベ
ト
ナ
ム
民
法
典
の
概
要
」『ICD

 N
EW

S

』
六
七
号
法
務
省
（
二
〇
一
六
）
二
八
‐
二
九
頁
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
法
・
司
法

制
度
改
革
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
フ
ェ
ー
ズ
2
）
民
法
共
同
研
究
会
「
二
〇
一
五
年
ベ
ト
ナ
ム
民
法
改
正
ド
ラ
フ
ト
に
対
す
る
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
民
法
共

同
研
究
会
見
解
」（
二
〇
一
五
）https://w

w
w.jica.go.jp/project/vietnam

/032/m
aterials/ku57pq00001z3o83-att/JSG

_view
_execu-

tive_sum
m
ary.pdf

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
七
日
）
一
一
‐
一
二
頁
。

（
39
）  

一
〇
一
条
と
二
一
二
条
は
そ
れ
ぞ
れ
「
世
帯
（H

o G
ia D

inh

）」
と
「
家
族
（G

ia D
inh

）」
と
い
う
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
単
語
が
使
用
さ
れ
て

い
る
。
二
〇
一
五
年
民
法
典
の
ド
ラ
フ
ト
一
一
七
条
お
よ
び
二
三
四
条
も
同
様
の
規
定
を
し
て
お
り
、
そ
の
違
い
は
明
確
に
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
の
起
草
支
援
グ
ル
ー
プ
で
あ
る
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
民
法
共
同
研
究
会
は
、「
家
庭
〔
筆
者
補
足
・
家
族
（G

ia 
D
inh

）
と
同
義
と
解
さ
れ
る
〕」
と
「
世
帯
」
の
意
味
の
違
い
に
つ
い
て
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
旨
の
コ
メ
ン
ト
が
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
五
年

民
法
典
に
お
い
て
変
更
は
な
か
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
前
掲
注
（
38
）
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
法
・
司
法
制
度
改
革
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
フ
ェ
ー
ズ
2
）
民
法

共
同
研
究
会
一
一
‐
一
二
頁
を
参
照
の
こ
と
。

（
40
）  N

guyen M
inh Tuan 

（Chu bien

） Binh Luan Khoa H
oc Bo Luat D

an Su Cua N
uoc Cong H

oa Xa H
oi Chu N

ghia V
iet N

am
 

N
ha Xuat Ban Tu Phap pp. 307-308, Pham

 Van Tuyet （Chu bien

） Huong D
an M

on H
oc Luat D

an Su Tap 1 N
ha Xuat Ban Tu 

Phap pp. 111 -112.

（
41
）  

他
の
構
成
員
に
対
し
て
、
権
利
義
務
が
発
生
す
る
場
合
は
⒜
他
の
構
成
員
が
取
引
を
公
認
し
た
場
合
、
⒝
他
の
構
成
員
が
取
引
に
つ
い
て
知
っ

た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
合
理
的
期
間
内
に
異
議
を
述
べ
な
か
っ
た
と
き
、
⒞
他
の
構
成
員
に
故
意
過
失
が
あ
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
取
引
を
し
た
第

三
者
が
、
財
産
の
全
部
を
処
分
し
た
構
成
員
が
代
理
権
を
有
し
て
い
な
い
こ
と
に
つ
い
て
善
意
で
あ
る
か
、
知
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
場
合
で

あ
る
（
一
四
二
条
一
項
但
書
）。
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（
42
）  

前
掲
注
（
40
） Pham

 pp. 126 -127

は
、
世
帯
の
範
囲
に
つ
い
て
、
関
連
条
文
等
を
特
に
示
す
こ
と
な
く
、
⑴
二
人
以
上
の
者
が
お
り
、
⑵

各
構
成
員
が
共
同
財
産
を
所
有
し
、
⑶
そ
の
共
同
財
産
が
一
定
範
囲
の
経
済
活
動
の
目
的
に
使
用
さ
れ
る
こ
と
の
三
つ
の
要
件
を
挙
げ
る
。
そ
し

て
、
Ａ
（
公
務
員
）
Ｂ
（
商
人
）
夫
婦
に
は
、
子
Ｋ
と
Ｈ
が
お
り
、
夫
婦
が
、
土
地
上
に
五
階
建
て
の
建
物
を
有
し
て
い
る
場
合
、
Ａ
Ｂ
は
民
法

典
上
の
世
帯
に
当
た
る
か
と
い
う
設
例
に
お
い
て
、
Ａ
Ｂ
は
経
済
活
動
の
目
的
の
た
め
に
共
同
財
産
を
有
し
て
い
な
い
た
め
民
法
上
の
世
帯
に
当

た
ら
な
い
と
説
明
す
る
。
こ
の
解
釈
は
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
一
〇
六
条
が
、
世
帯
が
法
主
体
と
な
る
場
合
に
つ
い
て
、
各
構
成
員
が
農
業
等
の

生
産
分
野
に
お
け
る
経
済
共
同
活
動
を
行
う
た
め
に
共
有
財
産
を
持
ち
、
労
力
を
提
供
す
る
場
合
、
法
主
体
性
を
認
め
て
い
た
こ
と
に
由
来
す
る

と
解
さ
れ
る
。
も
っ
と
も
、
二
〇
一
五
年
民
法
典
は
、
二
〇
〇
五
年
民
法
典
一
〇
六
条
に
相
当
す
る
定
義
規
定
を
有
し
て
い
な
い
。

（
43
）  

二
〇
一
三
年
戸
籍
法
二
〇
条
二
項
は
同
一
戸
籍
に
登
録
で
き
る
者
と
し
て
、
⒜
父
母
、
夫
婦
お
よ
び
そ
の
子
供
、
⒝
労
働
年
齢
に
達
し
て
い
な

い
ま
た
は
退
職
し
た
兄
弟
姉
妹
、
⒞
障
害
や
病
気
を
持
つ
兄
弟
姉
妹
、
叔
父
、
叔
母
お
よ
び
そ
の
保
護
者
、
⒟
養
子
関
係
に
は
な
い
が
実
質
的
に

父
母
、
祖
父
母
、
兄
弟
姉
妹
、
叔
父
叔
母
が
扶
養
す
る
子
、
⒠
祖
父
母
、
孫
、
兄
弟
姉
妹
、
叔
父
叔
母
と
同
居
す
る
独
身
の
成
人
、
⒡
孫
と
同
居

す
る
祖
父
母
を
規
定
す
る
。
二
〇
一
三
年
戸
籍
法
（Luat Cu Tru

）
の
原
文
に
つ
い
て
は
、Cong Thong Tin D

ieu Tu Chinh Phu N
uoc 

Cong H
oa Xa H

o Chu N
ghia V

iet N
am

 

“Luat so 36/2013Q
H
13 cua Q

uoc hoi: Luat sua doi, bo sung m
ot so dieu cua Luat cu 

tru

” http://vanban.chinhphu.vn/portal/page/portal/chinhphu/hethongvanban?class_id=1&
m
ode=detail&

docum
ent_id=169374

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
七
日
）
を
参
照
。

（
44
）  Phan Van Luong 

“The chap quyen su dung dat la tai san chung cua ho gia dinh

”Tap Chi Toa an nhan dan, 15 thang 7 nam
 

2018, https://tapchitoaan.vn/bai-viet/phap-luat/the-chap-quyen-su-dung-dat-la-tai-san-chung-cua-ho-gia-dinh

（
最
終
閲
覧
日
二

〇
一
九
年
八
月
一
日
）.

（
45
）  

前
掲
注
（
38
） 

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
法
・
司
法
制
度
改
革
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
フ
ェ
ー
ズ
2
）
民
法
共
同
研
究
会
一
一
頁
。

（
46
）  

坂
田
正
三
「
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
第
一
二
回
党
大
会
：
二
〇
一
六
‐
二
〇
二
〇
年
の
経
済
政
策
の
方
向
性
」
Ｉ
Ｃ
Ｄ
‐
Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
（
二
〇
一
六

年
）
三
頁
。https://w

w
w.ide.go.jp/Japanese/ID

Esquare/Eyes/2016/RCT201608_001.htm
l

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
八
年
八
月
八
日
）。

（
47
）  

Ｖ
Ｉ
Ｅ
Ｔ
Ｊ
Ｏ
「
土
地
法
改
正
は
二
〇
二
〇
年
に
先
送
り
、
国
会
が
決
議
採
択
」（
二
〇
一
九
年
六
月
一
三
日
）https://w

w
w.viet-jo.com

/
new

s/law
/190613082520.htm

l

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
一
九
年
八
月
九
日
）。
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慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
務
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究
科
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ー
バ
ル
法
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所
（
Ｋ
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Ｉ
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）
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究
員

最
終
学
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慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科
修
了
（
法
務
博
士
）

専
攻
領
域　
　

民
法
・
開
発
法
学

主
要
著
作　
　

 From
 Law

 Class Room
s in Asian U

niversities, in KEIG
LAD

 

﹇ed.

﹈ H
ow 

Civil Law is Taught in A
sian U

niversities, Keio U
niversity Press 

（2019

）, 
pp. 313 -329.
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学
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第
一
二
〇
号
（
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